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編 集 後 記

　日差しがまぶしい日々が続き，夏が近いと感じられる今日この頃です．

　今月号の本誌には，地域医療におけるさまざまな取り組みに関連する内容が掲載さ
れています．インタビューで語られていた，「そこで最善を尽くす」というキーワード
は，地域医療の実践には欠くことのできない視点であることと拝察いたしました．
　特集では，「医食同源-地域医療で活躍する管理栄養士-」というテーマで，地域医療
に関連して，管理栄養士の人材育成，疾患に対する取り組み，給食・栄養管理や在宅
療養者に対する取り組み，および地域における食環境づくりについて，現状や今後の
課題を含めて，具体的な内容で展開されています．
　活動報告では，離島診療所における対応に関連して，日々の経験を次に活かすため
の具体的な取り組みや体制整備について，今後の課題を含めて詳細な検討が実施され，
考察されています．

　社会情勢や医療の状況の変化を想定して対応することは，必ずしも容易ではないか
もしれませんが，本誌を拝読し，明るく業務を実施するための体制整備には，戦略的
に取り組むことが大切である，という印象を受けました．　　　　　　　　　　                                       

石川雅彦　
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大館市立扇田病院 院長
大本直樹 先生

地域のニーズに応えて
成長していくことが地域医療の原点

I N T E RV I E W

山田隆司（聞き手）　今日は秋田県の大館市立扇田病
院に病院長の大本直樹先生をお訪ねしました．
大本先生とは，今年のへき地・地域医療学会の
幹事が北海道・東北支部なので，学会準備の会
議の中でお話しする機会があり，扇田病院の現
状について知りました．先生のこれまでのご経
歴やここに至る経緯を伺う中で，先生の今後に
少しでもお役に立てればと考えています．

　　　まずは，先生が卒業されてからここに至るま
でのことを紹介していただけますか．

大本直樹　私はここ比内町扇田の出身で，病院から
歩いて15分くらいのところで生まれ育ちまし
た．実は母が扇田病院の看護部長だったのです．
そのため小さい頃から病院が遊び場のようなも

のでした．職員と一緒に病院旅行に行ったり，
運動会に参加したりする中で自然と医者になる
と思っていたようで，小学校の卒業文集の将来
の夢にも「医者になりたい」と書いていました．
母子家庭であったこともあり自治医科大学が第
一志望でしたので，入学できたことは本当に幸
運でした．

山田　なるほど,　そうだったのですね.　先生は何期
ですか．

大本　13期です．卒業後は横手市にある厚生連の
平鹿総合病院で研修をしました．

山田　秋田県は県立病院がなかったですよね．自治
医大卒業生はどこで研修することが多いのです
か．

義務明け後, 地元の病院の院長として

聞き手：山田隆司　地域医療研究所長
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INTERVIEW／地域のニーズに応えて成長していくことが地域医療の原点　　　　　　　　　

大本　私たちの頃は秋田大学でした．当時の秋田県
は県に残れば何科を選んでもいいという風潮
だったのです．そのためほとんどの卒業生は秋
田大学に入局して，ストレート研修を行い教室
員としてキャリアを積む人が多かったです．自
分は地域の最前線で医療をしたいと思っていた
ので，実践的な研修を重視して忙しいという噂
の中核病院を選び内科系をローテートしまし
た．日常的に医局で寝泊まりするような２年間
でしたが，診療スタンスをつくる上で有意義な
初期研修でした．研修後，最初に赴任したのが
阿仁町立病院です．阿仁町は人口約5,000人，古
来マタギ（クマなどを狩猟する民）が多く暮らし
てきた山間の土地です．

山田　阿仁町立病院は何床ぐらいなのですか.
大本　今は無床診療所になりましたが当時は70床あ

りました．秋田県は離島がないため中小規模の
町立病院で義務を果たす形が多いのですが，阿
仁は一番条件が悪いと言われていました．実際，
私が赴任した時にはCTもカウンターショックも
なく，とても救急患者に対応できる状態ではあ
りませんでした．

山田　医師は何人ぐらいいたのですか．
大本　3人です．高齢の院長先生（外科）と内科医２人

は自治医大の卒業生です．救急車を呼んでも，
最寄りの救急指定病院に搬送されるまで１時間
もかかるような地域でしたので，町内で発生し
た救急事案は町立病院にいったん運んでもらう
ようにお願いしていました．できるだけ早く医
師の管理下に置く必要があると考えたからです
が，１年の半分は自宅待機状態でした．そんな
中でも週１回，午前外来終了後に片道２時間か
けて秋田大学に実験に通いました．学位論文の
ため大学に１年間在籍した期間も毎週阿仁の外

来に通い続け，義務年限の全てを阿仁で過ごし
ました．

山田　義務年限終了後はどうしたのですか．
大本　義務年限の終了に学位取得と母の定年退職の

タイミングが重なり，故郷である比内町立扇田
病院（150床）に戻ることを決意しました．

山田　この病院もその当時やはり医師不足だったの
ですか．

大本　そうですね．自治医大の若手が年間２〜３人
ずつ派遣されていて，医師数は10人くらいで，
ミニ総合病院的に各科の先生がいました．とこ
ろが2002年に私がここに着任してすぐに院長先
生が病気で退職され，後任が決まらず，いきな
り私が院長に就任することになりました．まだ
37歳で，やっと学位も取って，やりたいことも
これからという時だったのですが．

山田　まだ臨床に興味があって，マネージメントや
職員の雇用，自治体とのやり取り等にはあまり
関心がない年代ですよね．

大本　はい．院長会議に出席すると親子ほどの年の
差のあるような先生方ばかりで，場違いなとこ
ろに座っている感じでした．

山田　でも150床の急性期の病院だと，救急の受け入
れもあるし，やらなくてはいけないことが多
かったのではないですか．

大本　毎年毎年の医師確保が一番大変でした．病院
を取り巻く環境がどんどん変わってしまって，
特に新臨床研修制度が始まって，大学の医局か
ら地域に派遣される若い先生たちが極端に減っ
た時が一番堪えました．地元出身の高齢の先生
と自治医大の義務年限の先生方と自分で，何と
か５人から６人の常勤医を確保して毎年やりく
りしてきたという感じです．
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大本　当院は全国的に有名な比内地鶏の産地である
比内町の町立病院だったのです．明治時代に創
設された115年の歴史がある病院で，昭和期は
京都大学から医師を招聘し，地域でも評価の高
い病院だったと聞いています．私が就任した当
時は年間600件以上の分娩を扱う産科が特に評
判で，町にとっては唯一の医療機関でした．と
ころが2005年，いわゆる平成の大合併により大
館市と比内町，田代町の１市２町が合併して大
館市立扇田病院になりました．大館市内にはも
ともと大館市立総合病院という中核病院があり
ましたので，人口８万人の自治体に市立病院が
２つある状態になったわけです．合併の翌年に
先述の新臨床研修制度が始まり，外科医や整形
外科医が次々に引き揚げられ，内科医と産婦人
科医だけになってしまいました．結果的に病院
の看板であった産婦人科も撤退する連鎖とな
り，病院の再編が求められました．市内には他
に整形外科中心の秋田労災病院があります．３
つの中では当院が一番規模も小さく脆弱ですの
で，産科という看板を失って同じ土俵では闘え
ないと判断しました．私が院長になってまずし
たことは療養病棟をつくって急性期からケア
ミックスに移行したことです．表看板を「産科」
から「地域医療」に変えたのです．夕やけ診療を

開始したり，開業医にかかりつけの患者さんに
入院病床を提供するオープンベッドを開設した
り，とにかく他の医療機関にはない独自性を出
して生き残ろうとしてきました．

　　　当院の直面する大きな問題の一つが築37年を
経た施設の老朽化です．2019年秋に厚生労働省
から発表された公立・公的病院再編統合の424病
院リストにも掲載されたため，手始めに専門の
業者に施設の劣化度調査を依頼しました．その
結果，施設の根幹となる給排水系をはじめ多く
の部分で劣化が激しく，５年以内に大規模改修
が必要と診断され，修繕に要する金額は11億円
以上と試算されました．この結果を受けて，今
後の医療提供体制を方向付ける目的で大館市病
院経営戦略会議が組織され検討が始まりまし
た．予想される人口減少を勘案し，当院として
は病床規模を縮小した新病院建設を提案しまし
た．しかし,　会議ではシミュレーションにおけ
る経営指標の悪化などから新病院建設はリス
クが高いという意見が大勢を占めました．大
規模修繕も費用対効果に問題があり，現時点
での医療機関としての役割は大きいが，この
地域に医療機関を残すための最善の策は無床
診療所化であるとの結論に至りました．

合併によって変わった病院の環境
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山田　現在，療養病床は何床ですか．
大本　療養が42床，地域包括ケアが40床です．
山田　では20床くらいが一般病床ですか．
大本　昨年から看護師不足で22床を休床しているの

で実質一般病床はありません．当院の目指す地
域医療に有利と考えて，2012年から内科・外科を
統合して総合診療科として診療しています．

山田　総合診療科として先生は何人いらっしゃるの
ですか．

大本　６人で，そのうち３人が自治医大の卒業生で
す．

山田　先生が2002年に院長に就任して，2005年に大
館市に合併になったわけで，わずか３年で枠組
みが変わってしまったのですね．合併当時比内
町の人口はどのくらいだったのですか．

大本　合併当時は約１万２千人でしたが，現在は
９千人ほどです．

山田　なるほど．人口が１万人を切ると，確かに病
院維持が難しくなってくる対象人口ではありま
すね．大館市立総合病院は何床ぐらいあるので
すか．

大本　全部で443床ですが,　その内の60床が精神科
病棟で地域包括ケア病棟も59床あります．

山田　大館市の人口は現在７万人ほどと伺いました
が，そうすると市側としては市立総合病院を切
り盛りするだけでも大変という感じもしますね．

大本　総合病院は県外の弘前大学の関連病院です
が，青森県内も医師充足が厳しい状況の中，県
外の病院に医師を派遣するのは厳しくなってき
ています．総合病院が研修医や学生実習を受け
入れて弘前大学に貢献しているとはいえ，今は
常勤医師が50人ほどしかいなくて現場はかなり

疲弊しています．
山田　その規模の病院なら倍ぐらいの数の医師がほ

しいところですね．
大本　そんな中で扇田病院を無床化すると，総合病

院の負担はさらに大きくなります．扇田病院を
３年後に無床化するという案を出したのは，３
年後に大館市立総合病院に地域救急救命セン
ターを開設するという計画が進んでいることと
関連しています．そこで必要になる看護師を扇
田病院を無床化した際に余剰になる看護師の異
動で賄えるという計画です．

山田　無床化するからと言って，これまで働いてい
た人たちをいきなり整理解雇することになると
大変なことになるでしょうが，同じ市の公務員
として継続して働ける保証はあるのですね．こ
の距離であれば通えない距離ではないでしょう
し．

大本　ここまで大館市内から通ってる人が多いです
から，通うのは問題ないですね．

山田　そうすると理にかなっているとも言えますね．

扇田病院が直面している厳しい現状

聞き手：地域医療研究所長・「月刊地域医学」編集長　山田隆司
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診療所プラス老健という選択肢
山田　今のお話を聞いていると，地域包括ケアや，

あるいはサブアキュート，ポストアキュートだ
けやる50床の病棟という先生のプランニングも
悪くはないと思いますが，診療所と老人保健施
設といった形も良いのではないかと思います．
協会にはそういう機能の施設が結構あって，回
復期病床や地域包括ケア病床で行う医療行為よ
りは劣りますが，肺炎などの治療や検査，看取
りなどある程度の医療行為もできます．もち
ろん新築のコストはかかりますが，病院建設よ
りは人件費などもかなり抑えられ採算性が安定
すると思います．比内地域に中間施設的な施設
がないのであれば老健はあって良いと思いま
す．

大本　こちらでシミュレーションしたときには有床
診療所プラス老健という考え方はありませんで
した．有床診療所は病床数が少ないので採算性
が悪いですが，老健と組み合わせるという選択
肢もあるのですね．

山田　ここは訪問看護ステーションもあるのですよ

ね．訪問診療や訪問看護は今後も需要が伸びる
と思います．これまで先生が中心になってやっ
てきた総合診療中心のきめ細かいケアは非常に
価値が高いと思います．ですからここを核に複
数の総合診療医が継続して仕事ができる仕組み
が必要ではないかという気がします．必ずしも
病院形態に限らずに総合診療医の力が発揮でき
ていろいろなチャンスがつながるようなプラン
ニングができるといいように思います．無床診
療所だけになってしまうと，医師数や職種も限
られてしまうでしょうから，介護や訪問サービ
ス，在宅支援などさまざまな機能をもった施設
の可能性も含めて検討していただくのも良いの
ではないでしょうか．

大本　そうですね．当地域の高齢化率は日本でも有
数で40％を超えており，老人の独居世帯や老老
介護世帯も多いです．ちょっと具合が悪くなる
と即生活が破綻するという人がたくさんいま
す．例えば肺炎で入院して治癒しても２週間で
は元の生活に復帰できる状況まで回復しない

大本　経営の合理化という視点ではそうなのです
が，当地域は回復期・慢性期の機能を代替する
医療機関が少ないため，当院の無床化は地域の
医療サービスを大きく低下させるリスクがあり
ます．私としては医療者としての視点で，病床
を50床に縮小して回復期・慢性期を担い続けた
いと提案しましたが，戦略会議としては移転や
建築の初期費用や経営シミュレーション的に難
しいという判断になりました．

山田　この周辺には老健や特養などはあるのですか．
大本　特養は比内地域内に２つあります．老健は比

内地域にはなく，旧大館地域に数ヵ所あります．
山田　在宅や訪問診療はどのような状況ですか．
大本　当院が市内唯一の在宅療養支援病院で，訪問

診療や訪問看取りを行っている病院は当院だけ
です．訪問診療も訪問看護もそれぞれ月100件
くらい行っています．
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施設運営で考えなければならないこと
山田　病院規模の状況からすると，先生たちは急性

期病床を療養病床に変えてケアミックスにした
り，総合診療科を開設したり，夕方の診療をし
たり，在宅医療支援の機能を強化したりなど，
大胆に改善をしてきていると思います．そうい
うスピードで病院の機能を変えていくというの
は市町村立病院ではまれで，普通は急性期のま
ま累積の赤字が膨らんでいってしまっている
ケースに遭遇することが多いです．そういう意
味では先生がここに留まって最善を尽くしてき
てなんとか赤字幅が最小限になっているのだと
思うのです．それに対する市の評価が十分では
ないように思います．

　　　市立総合病院は急性期を担う，回復期や療養，
あるいは地域包括ケアは扇田病院で担うという
ふうな機能分化ができれば良いと思うのです
が，市立総合病院もそういった機能を担うとい
うプランが出ているのであれば，場合によって
は先生方も含めて，そちらに一体化して，質の
高い包括ケアサービスが提供できることも考え
られるわけです．必ずしも２つの病院に分ける，
あるいはここの場所でないと駄目だということ

でもないようにも思います．最終的には市が決
めるところであって，俯瞰的にみて人口８万人
弱の町に総合病院があり，現状医師不足などの
厳しい状況もあるなら，そこに集中的に投資を
して立て直すというのも理に適っていると言え
るかもしれません．一方でこの病院の評価が高
ければ，ここの場所で病院を温存してほしいと
いう気持ちが地元住民にあるのは当然だと思い
ますし，その評価が市側にもしっかりあれば，
ある程度の機能をここに残そうという話になる
のではないかとも思います．

　　　今，私が想定でものを言っていても仕方があ
りませんので，とりあえずプランニングだけで
も提案するのであれば，1つは，先生が考えら
れているように地域包括ケア病床など50床程度
の病院として残す．それから有床，あるいは無
床診療所プラス老健にして在宅の機能を強化す
る．それが２つめです．そして今市が進めてい
る無床診療所にしてしまうという形が３つめで
す．財政的な負担と，残されたサービスのチャン
スを考えると，その３つぐらいが考えられるの
ではないでしょうか．

ケースが多いです．これまでは当院が間に入っ
て中間施設の役目を果たしてきました．当院の
無床化案が出されると直ぐに住民運動が起こ
り，２万筆を超える反対署名が集まったという
ことは人口７万人ほどの市としてはとてつもな
い数だと思いますし，それくらい当院が地域で
大切だと認識されているのだと感じました．

山田　やはり簡単に潰してほしくないというのと，
ここで提供してきた医療に対して地元住民の人
たちが信頼を寄せていたということだと思いま
す．ただやはり人口が９千人程度のところに100
床規模の病床があるというのは負担が大きい気
もします．
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　　　でもひいき目に見積もっても病院を残すとい
うプランはコストの面を市側が了解しないと実
現できないですよね．かといって無床診療所に
してしまうのは，先生が主張されてきたように，
住民の方のニーズに十分応えられない．ですか
ら先述のように診療所プラス老健という選択肢
が考えられれば，老健で少し長いケアをして在
宅療養と結びつけるということで，地域の人た
ちに喜んでもらえるのではないかという気がし
ます．

　　　協会のこれまでのケースでも例えば女川町や
六ヶ所村の医療センター等々，そういう形で折
り合ったところが結構あるのですね．病院にこ
だわると厳しいけれど，そのような形であれば，
医師の役割としてはより総合診療的で訪問や介
護サービスにシフトしますが，地域の人たちに
とっては温かみのある医療が提供できると思い
ます．そんな中間案ぐらいで折り合えるといい
ような気がするのですけどね．

大本　そうですね．確かに大館市には医療と介護を
　　連携する機能が不足していると思うので，そう
　　いう提案は市としても受け入れやすいかもしれ
　　ません．
山田　協会が指定管理者として自治体から病院を引

き受ける際にも，一番課題になるのは大きな赤
字が続く，あるいはそれが予想されることです．
そういう部分については自治体から許容する範
囲内での財政支援をしてもらわないと継続でき
ないという面はどうしてもあるのですね．

　　　協会も20以上の病院を運営していますが，そ

の中で経営が安定しているのはむしろ少数派か
もしれません．なんとか折り合えるところで自
治体と契約を結んで20年後にも地元から評価を
受けて，必要な施設として残っているというの
がまずは目指したいところだと思います．

　　　そのためにはやはり人材が最も大事ですよ
ね．１人のリーダーだけではなく，ある程度集
団，チームでやって，継続的にまた誰かが受け
継いでくれるというような仕組みが重要です．
そういう意味では各県の支部会員の人材という
のはとても貴重だと思っています．

　　　先生は自分の生まれた故郷に戻って，地域の
人から望まれる形で地域医療を担っている．い
わば自治医大卒業生の手本のようなものです
ね．

大本　実はうちの息子も自治医大卒業なのですよ．
今，角館総合病院の総合診療科にいます．専門
スペシャリティは呼吸器内科を目指すので，来
年度は秋田大学で１年間の後期研修です．跡取
りだし，いずれはここに戻ってきてくれるので
はないかと期待しています．

山田　素晴らしい．ぜひ地元に花を咲かせてほしい
ですね．

大本　後継者がいるというのは大事なことですよ
ね．

山田　先生が信念を貫いてやってきたことを，息子
さんはしっかり見ていて評価しているのです
ね．
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置かれた場所で咲きなさい
山田　最後に，先生のように厳しい地域で歯を食い

しばって頑張っている後輩たちにエールをお願
いします．

大本　今，専門医などの資格が重要視されて，そう
いったキャリア形成がクローズアップされてい
ますが，医師として一番大切なことは人間力を
高めて，住民から信頼されるドクターになるこ
とだと思います．それこそが一番のキャリア
アップだと思うのです．もちろん取れる資格は
取って技術も習得してほしいけれど，そこで満
足してほしくない．私も「目の前の患者さんを
いかに幸せにし，いかに幸せに死なせてあげら
れるか」を一生かけて学び続けていきたいと考
えています．

　　　私の好きな言葉に『置かれた場所で咲きなさ
い』という言葉があります．ノートルダム清心

学園理事長を務めた渡辺和子さんの著書のタイ
トルです．卒業するといろいろな地域に行くこ
とになると思うけれど，その地域のニーズに応
えて成長していくことが地域医療の原点だと思
います．私は阿仁という地理的にも医療的にも
恵まれない地域で義務年限を過ごしましたが，
自治医大を選んだおかげで得難い貴重な経験を
させていただいたと思っています．どこであっ
ても，その場所にふさわしい咲き方が必ずある
と思うのです．

山田　まさしく地域医療ですね．
　　　先生は今，厳しい状況でご苦労されていると
思いますが，これからもつながりを持って頑張っ
てほしいと思います．大本先生，今日はありが
とうございました．
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大本直樹（おおもと なおき）先生プロフィール
　秋田県大館市出身．1990年自治医科大学卒業．平鹿総合病院で研修後，阿仁町立病院に赴任し10年間勤務する．2002
年比内町立扇田病院（現 大館市立扇田病院）に内科医長として赴任，2003年より院長に就任し現在に至る．
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　医食同源という言葉に示されているように，食は生命を養い，健康を保つために欠
かすことができないものである．また，食は日常の楽しみであり，人をつなぐもので
あり，文化でもある．
　わが国では，食生活や栄養上の健康課題として，若い女性のやせ，全世代に共通す
る食塩の過剰摂取，肥満に関連した糖尿病やメタボリックシンドローム，高齢期の低
栄養によるフレイルなどが指摘されている．
　本特集では，外来，入院，在宅医療，地域社会において，患者や家族，地域住民に
寄り添いながら，チーム医療の一員として活躍する管理栄養士の活動や役割を紹介し，
管理栄養士への理解を深めるとともに，地域包括ケアにおける食の課題解決に役立て
ていただくことをねらいとした．
　まず総論として，青森県立保健大学の吉池信男学長から，管理栄養士への理解を深
めるために，法律上の定義や養成の現状と，人々の食行動や栄養状態を理解するため
の理論的枠組みを紹介していただいた．この枠組みに基づき，管理栄養士の役割として，
食に関わる個人の嗜好や信念への働きかけに加えて，食環境としての食べ物と情報へ
のアクセスの改善に向けた活動の重要性を解説していただいた．
　次に，各論として，青森県六ヶ所村医療センターの坂本悦子主任には，2014年から管
理栄養士が中心となって多職種の医療スタッフが連携して行う糖尿病患者のエンパ
ワーメント支援「健康おたすけ隊」の活動内容を紹介していただいた．約８年に及ぶ取り
組みにより，糖尿病の重症化予防のために設定された９項目の評価項目を問診や検査
により個別または集団レベルで定期的に評価し，栄養指導も含めた医療の質改善活動
を組織的に行う体制が確立している．医療センターからの積極的な働きかけにより，職
域や地域との連携も始まっており，今後，地域全体の糖尿病の重症化予防への発展が
期待できる取り組みである．
　東京都の練馬光が丘病院 廣瀬桂子栄養室長には，「攻めの栄養」を合言葉に，日々奮闘
する栄養室の姿をエネルギッシュにご報告いただいた．栄養室が栽培する野菜を使っ
ての個別対応食，管理栄養士の「病棟配置制」，NSTにおけるリフィーディング症候群
の予防活動は独創的または先進的な取り組みであり，チーム医療において管理栄養士
が熱意をもって積極的に関わっている様子が伝わってくる．さらに，委託給食会社を
はじめ，地域の生産者，管理栄養士養成大学，地域の配食業者と連携して，急性期か
ら在宅までの食事療養をサポートするシステム構築も検討されており，今後の一層の
発展が期待される．

エディトリアル

　中村正和地域医療振興協会 ヘルスプロモーション研究センター センター長
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　新潟県湯沢町保健医療センターの栁真紀医療技術副部長兼栄養室長からは，医療セン
ターが行う在宅療養者の栄養管理について，専門職助言者として参加している地域ケ
ア個別会議について紹介していただくとともに，同会議での検討がされた糖尿病で低
栄養状態にある要支援の事例を取り上げ，自立に向けた専門職のチームの見解や助言
と，食事指導の実際について具体的に説明していただいた．在宅療養者の栄養を守る
ためには，医療施設での関わりに加えて，地域ケア個別会議や地域で開催される研修
会などを通じて，在宅療養者を支える多職種との連携の輪を構築することと，支援の
際に利用できる地域資源を整えることの大切さを改めて認識させられる．
　最後に，ヘルスプロモーション研究センターの川畑輝子研究員から，地域社会にお
ける減塩に向けた食環境づくりをテーマに，青森県東通村での地域の取り組みと台東
区立台東病院における職場の取り組みについて紹介していただいた．いずれも，同研
究センターが企画の段階から関わっている事例であり，教育面と環境整備の両面から
減塩に向けた取り組みが実施され，減塩をテーマにヘルスプロモーションの方法論が
学べる事例となっている．後者では，最近わが国でも健康政策に利用されつつあるナッ
ジを活用した環境整備が実施され，その効果も評価されている．健康低関心層を含め
た集団全体の行動変容を促すには，身近な食環境を変えることの重要性に気づくこと
ができる．
　食べることは生きる上で必要不可欠な営みであり，いわば食べる「くすり」である1)．
高齢化が急速に進む中で，地域医療やケアのチームの一員として，管理栄養士の役割
と期待が大きくなっている．今後，時代のニーズに応える人材育成が重要になるが，連
携を求められる医師をはじめとする医療スタッフ側には，管理栄養士との連携にあたっ
て栄養学に関する見識が求められる．医学部教育における栄養学教育の不足は国際的
に指摘されているが1)，わが国でも同様であり，その改善にむけて日本学術会議から提
言がなされている2)．今後，住民に寄り添った地域包括ケア体制を築く上で，医師のみ
ならず，医療専門職の卒前教育や卒後教育においても栄養学教育は必要と考える．

文献
1) Downer S, Berkowitz SA, Harlan TS, et al: Food is medicine: actions to integrate food and nutrition into healthcare. 

BMJ 2020; 369:m2482. doi: 10.1136/bmj.m2482.
2) 日本学術会議．提言「生活習慣病予防のための良好な成育環境・生活習慣の確保に係る基盤づくりと教育の重要性」, 2020  

年８月11日.  https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-24-t293-3.pdf（accessed 2022 May 10）
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総論　地域医療における管理栄養士への
期待と人材育成

はじめに　　
　
　保健・医療の実践において，｢栄養｣が重要で
あることに異議を唱える人はほとんどいないだ
ろう．しかし，｢管理栄養士｣が，専門職として
保健・医療の実践チームに加わることの重要性
と，地域（自治体）や施設等に管理栄養士を配置
することの必要性を説明することは，それほど
簡単ではない．1962年，栄養士法の一部改正に
より管理栄養士が誕生した．同法では，管理栄
養士は｢傷病者に対する療養のため必要な栄養
の指導，個人の身体の状況，栄養状態等に応じ
た高度の専門的知識及び技術を要する健康の保
持増進のための栄養の指導並びに特定多数人に
対して継続的に食事を供給する施設における利
用者の身体の状況，栄養状態，利用の状況等に
応じた特別の配慮を必要とする給食管理及びこ
れらの施設に対する栄養改善上必要な指導等を
行うことを業とする者｣とされている．一方，
看護師，理学療法士等と異なり，管理栄養士は

法律上｢医療職種｣（医療法上は｢医療の担い手｣）
には含まれず，専門職としての仕事の内容や範
囲，また働く場も多様であり，具体的な職業イ
メージを持ちにくいのではないかと思う．
　そこで本稿では，読者に｢管理栄養士｣のこと
をより良く知っていただき，さらに地域医療に
おける管理栄養士の役割と今後の活躍の可能性
について，期待を込めながら私見を述べたいと
思う．

管理栄養士の役割と養成
　
　管理栄養士の法律上の定義はすでに述べた
が，管理栄養士の現行の養成カリキュラムは，
2000年につくられた．それまでは，施設等の給
食や食事指導など，｢食物栄養学｣を専門的な基
盤とする場合が多かった．しかし，食事に起因
する生活習慣病の増加や介護サービス（予防を
含む）における栄養管理の重要性が認識される
ようになり，｢人間栄養学（human nutrition）｣を

青森県立保健大学 学長　吉池信男

① 地域医療において，栄養に関わる包括的な取り組みはさらに重要になってき
ている

② 1962年に制度化された｢管理栄養士｣は，幅広い知識とスキルを有し，さま
ざまな職域で働いている

③ 新たな時代とニーズを見据えた管理栄養士の育成が求められる
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基盤とする栄養ケアが，管理栄養士としての業
務の中心として捉えられるようになった．すな
わち，管理栄養士は，食べ物を中心とした｢対
物｣から，ベッドサイド等の｢対人｣業務に主軸
を置くことになった1)．さらに，2008年度から特
定健診・保健指導制度が開始され，医療機関に
おける病者に対する栄養管理等に加え，メタボ
リックシンドローム等の生活習慣病ハイリスク
者に対する栄養指導に関しても重要な役割を果
たしている．
　管理栄養士免許は，年１回厚生労働省が実施
する管理栄養士国家試験に合格した場合に与え
られる．その受験資格としては，主に大学（そ
の他４年制の専門学校がある）の管理栄養士養
成課程を修了した場合と，栄養士免許を取得後
一定の条件（実務経験）を経た場合がある（前者
の場合は，国家試験合格率は，約90％である）．
大学（学部）の学問的背景は極めて多様であり，
｢家政｣｢生活｣｢健康｣｢食物｣｢保健｣などが多く，
一方｢医学｣や｢農学｣は少ない2)．このような養成
施設側の多様な学問的背景と，多様な就職先〔保

健・医療機関，福祉施設，学校，給食施設（会社），
行政機関，食品企業，ドラッグストア，等〕の
ために，｢管理栄養士とは何する人か？｣という
イメージが湧きにくい．
　養成のカリキュラムや国家試験3)においても，
その範囲は広く，先ほど｢人｣を中心とは述べた
が，｢モノ｣すなわち食品やそこに含まれる数多
くの物質についての知識の習得も要求される．
国家試験においては，個人，集団，地域などの
多様なターゲットに対する健康・栄養に関わる
アセスメントや効果的な介入手段が問われてお
り，最新の試験においては｢ナッジ｣に関わる問
題が出題された4)（図１）．

地域における栄養・食生活に影響を
及ぼす要因を理解する

　地域医療は，人々の生活の場に近いところで
の ｢ 医療 ｣ であり，その前段階の予防を中心と
する ｢ 保健 ｣ と，３次予防を含めた ｢ 福祉 ｣ と
の関わりの中で，連携しながら展開されること

図１　管理栄養士国家試験問題の１例
〔文献４）より引用〕
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が求められている．過疎化や高齢化が急速に進
む昨今では，持続可能な地域包括ケアの仕組み
を構築することの重要性が増している．人の一
生，日々の生活，そしてあらゆる状況において
も，｢ 食 ｣ は基本となる．しかし，｢ 食 ｣ はあ
まりにも日常的であり，どちらかというと ｢ グ
ルメ ｣ や ｢ エンターテイメント ｣ といった観点
から語られることが多く，例えば医療や看護と
いったことと比較して，栄養や食生活に関わる
学問的・技術的な専門性が理解されにくい状況
である．人々の食物の選択と栄養の状態を理解
するためには，ミクロ（人体における分子レベ
ル）から，マクロ（社会・地球環境）に至るま
での視点（図２）5) が必要であり，それらを包
括的に理解することは，とても高度な専門性を
要する．
　図２を見ながら，地域における人々の食生活
がどのようなことに影響を受けているかを考え
ることは有用であろう．例えば，医療機関には，
糖尿病，高血圧，その他，食事が関連する疾患
の患者が多く受診し，個別的に栄養指導を必要

とする場合も少なくない．そのような場合，食
事内容のアセスメント（食事調査）がまず行わ
れるが，定量的かつ信頼性の高い情報（データ）
を得ることは，さまざまなデジタルツールが普
及してきた現在でも意外に難しい．習慣的に食
べている食品や栄養素等の量が分かったとして
も，それをより健康的な食べ方に変えていくこ
と，すなわち行動変容を促すことは，多くの場
合困難さが伴う．すなわち，図２における ｢ 食
物選択・食行動 ｣ に影響を及ぼす ｢ 嗜好：味覚・
感情的要因 ｣｢ 信念・態度・規範・知識・スキ
ル ｣ ならびに ｢ 社会環境 ｣ について理解し，そ
れらの影響に対して，何らかの働きかけを行う
という高度な専門性が，管理栄養士には求めら
れる．

｢食環境｣の理解と働きかけ　　　
　
　食に関わる社会環境については，｢ 食環境 ｣
として，｢食物へのアクセス｣と｢情報へのアク
セス ｣ の２つの要素を考えると分かりやすい 6)

図２　食物の選択と食事変化に関わる決定要因
〔文献５）より引用改変〕
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（図３）．これらの２つの要素は互いに関連し
ている．例えば，健康的な食事を実現するため
には，野菜や果物が入手しやすい状況が必要で
ある（＝食物へのアクセス）．一方，さまざま
な場で行われている食育は，人々に適切な情報
を提供し（＝情報へのアクセス），健全な食物
選択を促そうとする．しかし，野菜や果物の価
格が高騰し入手が困難になると，これらを十
分に摂取することはできない．一方，脂質・糖
分・ナトリウムを多く含んでいる「超加工食品」
(ultra-processed foods) は，比較的安価で高エ
ネルギーなものが多く，ファストフード店やコ
ンビニエンスストア等で入手が容易である．ま
た，これらの食品は一般的に企業間での競争が
激しく，自社製品のシェアを拡大するためにさ
まざまな形でのマーケティングが行われている
7)．
　このような食環境は，地域医療や地域保健
を展開する上でも極めて重要である．さらに，
SDGs（Sustainable Development Goals）から展開
されている持続可能な食 (sustainable diet) や
COVID-19 の世界的流行とそれによる大きな社

会変化の中で，より幅広い視野で食環境を捉え
ていく8) 必要があるだろう．
　さらに，進化するデジタル技術も，人々の食
生活に影響を与えている．情報へのアクセスと
いう観点からは，各種のソーシャルネットワー
クサービス（SNS）の影響（良い点も，悪い
点もある）や，SNS や検索サービス等での情
報（個人の書き込み，入力，閲覧履歴を含む）
を活用したデジタルマーケティング（digital 
marketing）などが，人々の消費行動等に影響
を及ぼしていると考えられる9)．このような状
況において，一人ひとり，そして保健医療従事
者等におけるヘルスリテラシーを高めていくよ
うな努力も今後ますます重要となろう．

おわりに　　　
　
　地域医療を支え，人々の生活と健康をより良
いものとするためには，管理栄養士が有する多
面的な知識やスキルを生かし，他の専門職や地
域の人々等との連携・協働を進めていくことが
さらに重要となろう．今日的な課題や未来のさ

図３　健康と食環境との関連
〔文献６）より引用〕
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らなる技術革新等にも適応し，自らの道を切り
開くことができるような管理栄養士を育成でき
るよう，私自身，教育者として取り組んでいき
たいと考えている．
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糖尿病患者の重症化を防ぐ
－糖尿病患者をエンパワーメントする「健康おたすけ隊」の取り組み－

はじめに
　

　六ヶ所村医療センター（以下当センター）は，
2014年８月に六ヶ所村地域家庭医療センターと
介護老人保健施設ニッコウキスゲ，および保健
相談センター（村営）を併設した複合施設として
運営を開始した．運営を開始して間もなく，セン
ター長より，「これまで糖尿病患者へのサポート
が不十分だった．今後は医師だけに頼らない体
制を作り，患者をエンパワーメントしてほしい」
と管理栄養士に依頼があった．そこで，管理栄
養士を中心に医師，看護師，保健師，臨床検査
技師，診療放射線技師などをメンバーとする糖
尿病サポートチームを結成した．地域の皆さん
の健康づくりをお助けしたいという思いから，
チーム名を「健康おたすけ隊」（以下，チーム）と
命名し活動している．
　エンパワーメントとは，「知識や技術を一方的
に教え込むのではなく，患者自身が日常生活で
遭遇する多様な場面で，適切な選択をすること
ができ，かつ，自分から困難な問題を解決でき

る力を見いだし，その力を高めるための援助を
すること」という意味で，簡潔に表現するなら，

「糖尿病を自分の力でコントロールできること
を発見するようにお手伝いをする」ということ
である．エンパワーメントの考えに基づき，チー
ムの活動目的は「糖尿病患者が，糖尿病につい
て正しい知識を持つことにより，意識を高め，
自身で治療に向き合うことができるようにな
る．定期的な受診・検査等を受けることにより，
良好な血糖コントロールを保ち，糖尿病の悪化・
合併症の発症を予防することができる」として
いる．

これまでのチームの取り組み　
　
　2014年，活動開始にあたり，糖尿病患者に対
するアプローチ法の検討のために実態調査を
行った．調査は，患者聞き取り調査（糖尿病の
正しい知識と治療意識について，外来患者197
名に対して管理栄養士が職種を伏せて聞き取
り），ならびにカルテ調査（血糖コントロール，

六ヶ所村医療センター 管理栄養士 主任　坂本悦子

① 糖尿病支援はチーム結成が必須

② 食事療法実践の指導は管理栄養士の特権

③ エンパワーメントで地域の疾病予防へ
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合併症スクリーニング検査の実施時期につい
て，糖尿病患者全員のカルテレビューにて抽出）
によって行った．実態調査の結果から，５つの
課題を抽出した．
① 糖尿病の決まった検査セット・検査時期など

のルールが欠けている．
② 糖尿病連携手帳の活用がされていない．
③ 患者が十分な知識を得る場がない．
④ 糖尿病を隠したい患者がいる．
⑤ 患者のHbA1c値の認知度が低い．
　これらの課題に対し，
・糖尿病の合併症スクリーニング検査プロト
コールの作成

・糖尿病連携手帳の活用：患者の検査値の記録，
手帳の配布の徹底．

・患者教育資料の作成：自宅で糖尿病について確
認ができるよう「シックデイ・低血糖の対応」

「生活の中でできる運動療法のコツ」「献立の立
て方」「歯周病と合併症・歯の磨き方のコツ」等
の資料を作成．

・患者説明の強化：
⇒ 新規手帳配布時：合併症やHbA1c値につ

いて説明し，現状の理解と活用を促進．
⇒ 定期スクリーニング開始時：検査の所要

時間，料金などを説明．
という初期計画を策定した．

　この計画を元に，以後，月１回のチームミー
ティングと，年度ごとの評価と課題の抽出，活
動修正，活動目的に合わせた具体的な目標，取
り組み方法，期間，担当を決めた年間事業計画
書の作成を通じて，PDCAサイクルを意識した
チーム活動を計画的に継続・実行している．今
年で開始から８年経過し，「健康おたすけ隊」の
体制は確立しつつある．

令和２年度の具体的な活動内容　　
　
対象患者
　外来糖尿病患者373名（平均年齢67.2±12.8歳，
約８割以上が60歳代以上）

方法
　実施検査項目として，血液検査・尿検査・胸
部X線検査・心電図検査・眼底検査・足と歯の
チェック（足の皮膚や爪の異常，虫歯や歯周病
の有無）の６項目を，検査実施後の医師の総合
評価項目として，合併症の有無，HbA1c値コン
トロール目標値，血糖の検査間隔の決定，尿検
査の間隔の決定，栄養指導が必要かどうかの判
断の５項目を測定した．これらの測定を通じて，
以下の９項目の評価と改善活動を実施した．

 
表１ 評価項目と結果 

評価項目 結 果 
A．医師によるスクリーニング評価率 評価率は６割で留まった(図１)．新型コロナウイルス感染症が全国的に流行し

たため，スクリーニング開始時期が遅れた． 
B．歯科問診・フットチェック率と異常者数 歯科問診 

・虫歯の有無，歯肉の腫れ，出血，ぐらついている歯の有無，歯周病・歯科
通院について聞き取り（図２）． 

・「歯周病と血糖コントロールの関係について」パンフレットを配布．パンフ
レット内容はチームで作成． 

フットチェック 
発赤，乾燥，白癬，爪の肥厚，陥入爪，皮膚剥離，胼胝，鶏眼，傷，亀裂
についての確認．モノフィラメントタッチテストを実施．異常者の発見と
医師から治療の促し（図３）． 

C．眼底検査で異常ありの患者への眼科通院勧奨 網膜症疑いの患者には医師から眼科受診の勧奨を実施． 
D．腎症ありの患者への食事指導の実施率 腎症ありで医師から食事指導が必要であると判断した患者に実施． 
E．糖尿病連携手帳の携帯率の調査 持参率は約９割． 
F．不適切な服薬患者の減少 対象者に対し，低血糖リスクの説明，生活状況に合った内服薬調整を実施． 
G．食事指導の重要度・自信度の介入後の変化 重要度・自信度は食事指導の前後で有意に改善した（後掲）． 
H．運動習慣ありの人数調査 
（今後の運動療法介入検討のため） 

運動習慣ありは約３割．運動療法の実施率は低いことが分かった． 

I．年平均HbA1cが目標値以下（目標値範囲内コン 
トロール者）の患者数・率 

良好なコントロール率であった患者は，約４割程度前年度より増加（図４）． 

 

評価項目と結果
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図２　歯科問診実施率と異常ありの内訳件数

図１　スクリーニング評価率

 
表１ 評価項目と結果 

評価項目 結 果 
A．医師によるスクリーニング評価率 評価率は６割で留まった(図１)．新型コロナウイルス感染症が全国的に流行し

たため，スクリーニング開始時期が遅れた． 
B．歯科問診・フットチェック率と異常者数 歯科問診 

・虫歯の有無，歯肉の腫れ，出血，ぐらついている歯の有無，歯周病・歯科
通院について聞き取り（図２）． 

・「歯周病と血糖コントロールの関係について」パンフレットを配布．パンフ
レット内容はチームで作成． 

フットチェック 
発赤，乾燥，白癬，爪の肥厚，陥入爪，皮膚剥離，胼胝，鶏眼，傷，亀裂
についての確認．モノフィラメントタッチテストを実施．異常者の発見と
医師から治療の促し（図３）． 

C．眼底検査で異常ありの患者への眼科通院勧奨 網膜症疑いの患者には医師から眼科受診の勧奨を実施． 
D．腎症ありの患者への食事指導の実施率 腎症ありで医師から食事指導が必要であると判断した患者に実施． 
E．糖尿病連携手帳の携帯率の調査 持参率は約９割． 
F．不適切な服薬患者の減少 対象者に対し，低血糖リスクの説明，生活状況に合った内服薬調整を実施． 
G．食事指導の重要度・自信度の介入後の変化 重要度・自信度は食事指導の前後で有意に改善した（後掲）． 
H．運動習慣ありの人数調査 
（今後の運動療法介入検討のため） 

運動習慣ありは約３割．運動療法の実施率は低いことが分かった． 

I．年平均HbA1cが目標値以下（目標値範囲内コン 
トロール者）の患者数・率 

良好なコントロール率であった患者は，約４割程度前年度より増加（図４）． 
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　合併症スクリーニング検査と評価を繰り返し
実施することで，患者の病識の向上につながっ
ていると考える．
　また，チーム活動の結果については，全スタッ
フへ毎年報告している．
　活動評価を可視化することは，チームスタッ
フのモチベーション向上，チーム以外のスタッ
フの業務への理解を深めるために必要である．
また，当センターの意見交換を行う重要な機会

になっている．

「健康おたすけ隊」における 
栄養士の活動　　
　
　食事療法は，厳しい制限，我慢がずっと続く
ことによる悪いイメージがある．また，食習慣は，
幼少期からの嗜好の影響が強く，容易に変える
ことは困難である．好きな習慣を止めることは

図３　フットチェック実施率と異常ありの内訳件数

図４　年平均HbA1c 値が目標値以下（目標値範囲内コントロール者）
の患者数・率
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生活の質を下げることになり，自分の生活さえ
も全面的に否定されると身構える患者が多い．
　地域医療振興協会のヘルプロモーション研究
センター（以下，ヘルプロ）では，PMPC生活習
慣改善支援プログラムとして，行動科学の研究
に基づき，プライマリ・ケアの場における予防
を目的とした生活習慣改善支援のための教材を
当協会ホームページで公開している．2019年月
刊地域医学４月号でヘルプロより，“行動変容に
対する「重要性」と「自信」をともに高くすること
で，行動変容の準備性が高まり行動変容につな
がりやすいとされる”1)という情報提供をいただ
いた．当協会の教育支援教材をもとに糖尿病患
者の栄養指導を実施する前に，重要度，自信度
の聞き取り表で，気持ちの準備状態を確認し，
重要度，自信度のポイントが増加するよう支援
を行った．聞き取り内容は，①「あなたの人生
のなかで食事療法をすることが，どの程度重要
と思いますか？」，②「食事療法を実行すること
が，できると思いますか？ できないと思います
か？」とした．
　指導が行動変容の準備性を高めることができて
いるかどうか検定した結果，患者の行動変容の準
備性を高めることができていると考えられた．

　食事療法の目的は単なる知識供与ではなく，
患者が，自分を理解し，目標を達成する意欲を
持つこと，および療養継続の自信を得ることで
ある．今後も重要性と自信を高めるための支援
の方法の確立と，中断されることなく継続的，
かつ効率的な食事療法のシステムづくりを進め
ていきたい．

「地域」を舞台とした栄養士の活動　
　
　六ヶ所村は原子燃料サイクル事業があること
から，他県や近隣市町村からの転勤，通勤者も
多く，当センターの2021年度の新規糖尿病発症
患者数の約半数は村外出身者である．また，当
センターと産業医委託契約（以下，契約）をして
いる事業所は10社以上である．
　チームで活動している中で，「糖尿病は脂質異
常症から発症しており，脂質異常症のある者は
コンビニ・仕出しなど弁当を食べているものが
多い．健康的な弁当の提供を行えば地域の糖尿
病発症者を減らせる」と仮説を立て，A事業所の
従業員のアンケートを実施した．目的として「生
活習慣病を指摘される者における，自宅や職場
での食事内容に与える要因の特定をし，生活改

図５　アンケートの健康診断指摘事項の自覚者割合と健康診断での異
常者割合
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善への支援の方法を探る」とし，調査内容は，
①家族構成，②健康診断等で指摘されたことが
ある項目について，③喫煙状況・禁煙の意思，
④運動習慣，⑤健康や病気予防の意識とそのた
めの行動，⑥朝食・昼食・夕食の食事の調達な
どの準備状態・種類，⑦間食, ⑧嗜好飲料・ア
ルコールの摂取および頻度とした．医師と共同
で結果をまとめ，事業所へ報告し生活改善策の

提案を行った（図５，図６，図７）．A事業所は
家族の調理率が高く，コンビニや仕出し弁当を
利用している率は低かったが，今後も地域の生
活習慣病発症予防のために，アプローチ法を検
討し，取り組んでいきたいと思う．
　また，2019年度から国の糖尿病性腎症重症化
予防プログラムが改定となり，六ヶ所村でも，
重症化予防事業が開始となった．行政と連携し，

図７　A事業所への改善策の提案

図６　A事業所への結果報告
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管理栄養士は対象者抽出や栄養指導に携わって
いる．行政と共に切れ目のない支援プログラム
の整備をしていきたいと考える．

最後に　
　
　「健康おたすけ隊」の成果について，チーム内
外で話題になることが多い．医療従事者は，療
養指導の成功指標として，HbA1c値，脂質値，
血圧などの検査値の改善，また，適正な体重管
理ができていることを評価するように教育され
ている．“患者の検査値の明確な改善が見えない
ためチームの支援が成功しているか不確実であ
る”という不安な声や，“業務が煩雑になって割に
合わない”という活動に対する否定的な意見も
時折聞かれる．しかし，糖尿病療養の目的は，
検査値を改善すること，生涯続く療養のセルフ
マネジメントが行えるように支援することであ

る．本活動の真の成果について，チームでやり
がいを共有するためにも，今後は，エンパワー
メントでの支援ができているかの評価を検討し
ていきたい．
　また，地域活動，外来でのリアルタイム指導，
チームの調整，データのまとめ役を行えている
のは，当センターが管理栄養士２名配置である
ことと，多職種の支援があることが大きい．今
後も，自分に関わるすべての人に感謝すること
を忘れず，食のプロとして，社会や地域に貢献
していきたい．

文献

1) 秋田晴美：医療の場でのヘルスプロモーション「糖尿病の重症化
予防を目的とした『健康おたすけ隊』の取り組み」．月刊地域医学 
2019；33(4)：281-285．
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持続可能な給食・栄養管理への道
－開院から新築移転までの10年間の軌跡とこれからの課題－

① 2012年：開院（342床）．管理栄養士は病棟配置制導入．理念「患者さんに
とって，当院の食事が人生最後のひと口になるかもしれない」の下，個人
対応100％実施．医師指導の下，開院当初より栄養サポートチーム

（Nutrition Support Team : NST）の創設や活動に参画．2013年日
本病態栄養学会より，NSTが介入した糖尿病患者の症例演題について論
文化の推薦状をいただいた

② 2015年：NST主導の下“リフィーディング症候群予防バンドル”を作成．
院内リフィーディング症候群撲滅運動の一助に貢献．日本臨床栄養学会よ
り，本件に関する演題について論文化の推薦状をいただいた

③ 2017年:日本臨床栄養学会より，「管理栄養士病棟配置常駐加算」新設を目
的としたプロジェクトにより,　研究施設に選定いただき,　エビデンス構
築の一助を担った

④ 2022年10月新築移転予定（457床）： JADECOM初の「ニュークックチ
ル方式」にて病院食を提供予定. 将来セントラルキッチン化し, 地域の配食
弁当業者と協業して,　当院病院食を患者さんへ配食するサービスを想
定.　“世界初”の取り組みとなる, 急性期から在宅までの食事支援を包括し
た「持続可能な給食・栄養管理」システムを構築中

POINT

練馬光が丘病院 医療技術部栄養室 室長　廣瀬桂子

はじめに　　　　
　
　練馬光が丘病院は,　東京都練馬区の中核病院
として，２次救急を担っている急性期総合病院

（342床）である．2022年10月，現場所から徒歩
10分弱の所に新築移転（457床）の予定である．
当部門は，これまでたくさんの協会ならびに当
院の先生，他職種の方々から指導をいただき，
業務に邁進してきた．日頃の感謝の気持ちを胸

に，これまでの当院管理栄養士の軌跡や，これ
からの課題である「持続可能な給食・栄養管理」
への取り組みについて報告する．

部門理念と100％個人対応　　　
　
　当院は2012年４月に開院した．開院以来，部
門理念は「患者さんにとって，当院の食事が人
生最後のひと口になるかもしれない」である．
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入院患者さんは高齢者が多く，「管理栄養士とし
てお役に立てることは何だろう」と考えた結果，
満場一致で出た答えを，そのまま理念にした．
個人対応については，「患者さんが自分の親や兄
弟だったら？ 対応するでしょ」と「攻めの栄養」
を合言葉に（日本リハビリテーション栄養学会
のパワーワードと合致しているのは偶然である），
委託給食会社協働の下，100％対応している

（写真１）．それについて，特筆すべき点は食欲
不振患者さんへの対応である．患者さんは，ど
のような工夫をすれば，“食べる”ことに興味を示
してくれるのだろうか．そのひとつに「管理栄
養士が育てた採れたて野菜を提供する」といっ
たアイデアが浮かんだ．そこでコロナ禍以前は，
病棟から見える場所にプランターを並べて，
ゴーヤ，オクラ，バジルなどを栽培していた．

病棟の窓から，私たちが栽培している姿をご覧
になっている神経性食欲不振症の患者さんに，

「今日の夕食，この野菜使いますよ」とお声かけ
をすると，「うわぁ，食事が楽しみ」と喜んでくだ
さったり，農家の患者さんが「これはなぁ」と育て
方を教えてくださったり，病院スタッフの間で

「野菜が大きく育ってきたね」と話題になったり,  
栽培を通じて“食”はいかに“人を笑顔にするか”を
再認識した（写真２）．食欲不振の患者さんにとっ
て，その“ひと口”が食べる“きっかけ”になるこ
とは釈迦に説法かと思う．私たちは，その“ひと
口”への，あらゆる対応を惜しまない．患者さん

写真１　合言葉は“攻めの栄養” 

写真２　管理栄養士が育てた野菜を提供

写真３　ベトナム臨床栄養学会に招請いただき病棟活
動を紹介

写真４　管理栄養士の職業モデルとして活動内容が職
業ガイド本に掲載
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とともに医療従事者も笑顔になるような創意工
夫は,　新築移転以降も継続していく所存であ
る．

管理栄養士は病棟配置制　
 
　開院当初から，管理栄養士は“病棟配置制”に
している．当時それは先駆的であったため，全
国からお問い合わせをいただいたり，学会で積
極的に症例発表（写真３）をしたりしていた評価
から，2017年日本臨床栄養学会より「管理栄養
士病棟配置常駐加算」新設を目的としたプロ
ジェクトにより, 研究施設に選定いただき,　エ
ビデンス構築の一助を担った.  病棟業務は，栄
養スクリーニングをはじめとする栄養管理全
般，テーラーメイドの個人対応食対応，チーム
医療への参画である．これらを通じて，主治医
の治療や患者さんの食事満足度，医師・看護師
の業務負担軽減，病院収益に貢献すべく精進し
ている（写真４）．2022年度診療報酬改定におい
て，「入院栄養管理体制加算（病棟に常勤してい
る管理栄養士が, 患者の状態に応じたきめ細や
かな栄養管理を行う体制に対する評価）」が新設
され, 特定機能病院が算定対象となった. これま
での10年間, 当院組織力の下, 微力ながらも私た
ちが精進してきた病棟活動が, 本加算新設の一
助につながったと信じて，次は当院も対象施設
に含まれることを期待して，これからも積極的
に病棟活動に精進してゆく.

NST，チーム医療への参画　

　当院の管理栄養士は,  NST，摂食嚥下サポー
トチームや糖尿病サポートチームなどにも，積
極的に参画している．NSTは外科医師指導の下，
開院当初のチーム創設から携わることができ
た．そして，各診療科の先生が背中を押してく
ださり，初年度から各種学会にて症例発表，執
筆活動などにもチャレンジしてきた（写真５）．
NSTが介入した糖尿病患者の症例演題について
は2013年日本病態栄養学会から, リフィー
ディング症候群に関する演題については2015年
日本臨床栄養学会から, それぞれ論文化の推薦
状をいただいたり，雑誌の取材を通じて当院の
チーム医療について発信したり（写真６），TV
のCMに出演して, 食の大切さを訴求したりする
機会にも恵まれた（写真７）.　日々の業務は，あ
らゆる患者さんの要望に対して逃げず諦めずに
対応するという，地道な活動の繰り返しであ
る.　当院は“One for All, All for One”の精神に

写真５　練馬光が丘病院における NST 活動
【日本臨床栄養学会雑誌】2018; 40（1）：32-34.

写真６　摂食嚥下サポートチーム活動　
　　　　【ヘルスケアレストラン】第 27 巻 第 1 号

写真７　株式会社明治“食スキップ” TV CM 出演
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基づいた組織力の下, 病棟管理栄養士の活動を
応援してくださっている.　この恵まれた環境で
活動をさせていただいていること，病棟やチー
ム医療の取り組みを発信することで，院外の患
者さんの栄養管理のお役に立てる可能性がある
ことをモチベーションに，研鑽を重ねて参りた
い．

NST主導の下“リフィーディング症
候群予防バンドル”を作成　

　当院の “リフィーディング症候群予防バンド
ル” について報告する（図１）．リフィーディン
グ症候群とは，慢性的な栄養不良状態が続いて
いる患者さんに，積極的な栄養補給を行うこと
によって発症する一連の代謝合併症のことであ
る 1),2)．“食や栄養” でお役に立ちたくて管理栄養
士になったのに , 逆にそれが “重症化” や “死”
に至るケースがあるという本症候群は , 決して

見過ごしてはならない . 開院から１年を経た際 , 
リフィーディング症候群に関するリサーチクエ
スチョンについて , NST 内科医師に相談した . 
医師は「リフィーディング症候群予防バンドル
を作成して , 撲滅運動を始めよう . そして成果
を学会で発表して , 院外にも広げていこう」と
立ち上がってくださった . まず NST 主導下に
て院内勉強会を実施し，予防バンドルの作成か
ら撲滅運動を開始した . 撲滅運動開始前の 2012
年４月から 2013 年７月までの間，リフィーディ
ング症候群を発症した症例が８例，うち５例は
軽症，２例は意識障害まで呈する重症で，１例
は重度の肝障害により死亡した . 撲滅運動開始
後の 2013 年８月から 2014 年７月まで，高リス
クと考えられた 16 症例について，NST で予防
介入を行った結果，リフィーディング症候群を
発症したのは２例のみで，いずれも軽症にて事
なきを得た . 本成果を 2015 年日本臨床栄養学会
で発表したところ，論文化の推薦状をいただい

図１　練馬光が丘病院リフィーディング症候群予防バンドル
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た . 現在も当院 NST が開発した “リフィーディ
ング症候群予防バンドル” を用いて , スクリー
ニングや予防介入を継続している . 高リスクと
判定された患者さんの食事プランニングは， 病
棟管理栄養士に任せていただいている .

新厨房は「ニュークックチル方式」に
て病院食を提供予定. “世界初”の取
り組みとなる, 急性期や在宅の食事
支援を包括した「持続可能な給食・栄
養管理」システムを構築中　　　

　新厨房では “ニュークックチル方式” にて病
院食を提供する予定である. 新病院開院までに
取り組むべき課題は「①標準化，高品質，持続
可能」, 開院以降取り組むべき課題は「②産学連
携，地域連携, 在宅支援」を掲げている. ①は最
適な厨房機器の選択，作業の標準化，委託給食
会社とのレシピ開発など，３年前から課題達成
に向かって取り組んでいる. 委託給食会社は人
材確保に苦悩している昨今，高齢者，障害者，
外国人技能実習生が，当院厨房に配属された場
合も，安全かつ負担なく作業できるようになど， 
SDGs（Sustainable Development Goals）17 の目
標に準じて，さまざまな工夫を取り入れている. 
　②の産学連携は，研究機関や地域の生産者, 
管理栄養士養成大学食品開発科との連携に取り
組み始めている. 一例を示すと，当院が「色と風

味が豊かな人参ドレッシング」を研究機関に
オーダーする. 研究機関は人参の遺伝子情報な
どから，最適な品種を選択して地域の生産者に
伝える. 地域の生産者はそれを栽培して収穫す
る. 学生たちも収穫を手伝う. そして教授指導の
下, 当院のオーダーに応じたドレッシングを開
発・商品化し, 委託給食会社と商談を行う. 商談
が成立したら委託給食会社は, 当院や他の契約
施設, 運営レストランなどの食事に使用する（写
真８）. 当院はその食事について, 患者さんに食
事満足度調査を行い, 結果を３者にフィード
バックする. すなわち，当院はこだわりの食材
や食品を病院食に使用することができ，３者は
研究生産活動を経済活動に結びつけることがで
きるという,　持続可能なシステムである. 地域
連携, 在宅支援については, 将来新厨房をセント
ラルキッチン化し，地域で活躍している配食弁
当業者と協働して，当院病院食を在宅療養中の
患者さんに配食するサービスを想定している. 
　日本では, 脳血管疾患と心疾患を合わせた循
環器病が, 介護が必要となる最大の原因となっ
ている３）, 慢性心不全患者の１年以内の再入院率
は40%４）,心不全患者全体の院内死亡率は約８% 
(JROAD2015)，１年死亡率(全死亡)は7.3% 
(JCARE-CARD，CHART-1)， 心不全増悪によ
る再入院率は，退院後６ヵ月で 27%，１年後は
35%(JCARE-CARD)５）といった報告が散見され
る. 以前, 地域の配食弁当業者の食事を取り寄せ, 

写真８　左：サーモンのムニエル 〜にんじん畑とマンゴのビネグレットソース〜  
中央：産学連携で開発した“にんじん , ごぼう”のドレッシング  
右：チキングリエ 〜ごぼう畑のラビゴットソース〜
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試食会を開催した際, 減塩食は味や見た目がよ
くなかったこと, 嚥下食は学会分類 2021に準じ
ていなかった（刻んで “あん” をかけただけだっ
た）ことに非常に驚き, ショックを受けた. この
ような背景より, 急性期から在宅までの食事支
援を包括した「持続可能な給食・栄養管理」シス
テムの構築は, 喫緊の課題である.
　当部門は, ニュークックチル方式特有の調理
科学を活かして, だしや食材の風味, 食感，見た
目などから，“食べたい気持ち”が湧き上がってく
るような減塩食や, 加水量を最小限に抑えた“少
量・高カロリーな”嚥下食を開発し，患者さんの
食事満足度向上や再入院率低下に貢献したいと
強く思っている. 現在, 委託給食会社のシェフ

（銀座おのでら）やパティシエ（ミラノ万博デ
ザート部門世界４位）らとともに, これまでの病
院食を刷新するようなレシピやシステムの開発
構築に没頭している（写真９，10，11，12）.  “世
界初”の取り組みとなる, 急性期から在宅までの
食事支援を包括した「持続可能な給食・栄養管
理」システムを構築し, これからの課題達成に向
かって精進する所存である.

参考文献
1) Eating disorders: recognition and treatment： NICE(National 

Institute for Health and Care Excellence) guideline [NG69]； 
2020.

2) Hisham M Mehanna,et al: Refeeding syndrome: what it is, and 
how to prevent and treat it. BMJ 2008; 336: 1495-1498.

3) 令和元年国民生活基礎調査；厚生労働省．
4) 日本脳卒中学会・日本循環器学会 脳卒中と循環器病克服第二次

５ヵ年計画；2016．
5) JCS 2017/JHFS 2017 Guideline on Diagnosis and Treatment of 

Acute and Chronic Heart Failure. Circ J 2019; 83: 2084–2184.

 

写真 10　食材の風味や見た目にこだわった嚥下ソフ
ト食※

※ソフト食：柔らかく調理した食材を , だしやゲル化剤と
一緒にミキサーで撹拌した後 , 再形成したもの

写真 11　果汁やチョコレートの風味を活かした少量
高カロリー嚥下ケーキ

写真 12　調理機器メーカーで新調理機器を用いたト
レーニング

写真９　委託給食会社テストキッチンにて新レシピ開
発中
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はじめに　　
　
１．地域の概要
　湯沢町保健医療センター（以下，当センター）
のある湯沢町は新潟県南東部の豪雪地帯として
知られる魚沼地域の最南端に位置しており，群
馬県と長野県に隣接した人口約8,000人，高齢化
率38.1％の山間の町である（2020年10月）．

２．施設の概要
　当センターは2002年８月のオープンから，「地
域のかかりつけ病院」「医療・介護・福祉の連
携」「365日の救急対応」の理念のもと運営されて
いる．
　外来診療科は地域家庭診療科，整形外科，小
児科，眼科，歯科となっており,　地域包括ケア
病棟40床，療養型病棟50床の入院病床を有する
町で唯一の病院である．
　併設施設として健康増進施設（人間ドック・

健康診断・温泉，温水プール）と総合福祉セン
ター（湯沢町健康福祉部・地域包括支援セン
ター・湯沢町社会福祉協議会・デイサービス）が
あり，医療・介護・福祉の拠点となっている．

３．管理栄養士の役割
　当センターの管理栄養士は２名（常勤）で，他
の医療機関同様に外来栄養食事指導，入院患者
の栄養管理，栄養ケアマネジメント等の栄養管
理業務のほか，健康増進施設において年間約
250件の特定保健指導を実施している．その他，
近年ではセンター内のみならず，地域における
高齢者や在宅療養者の栄養支援が求められる場
面が増えてきている．
　その中の一つである「介護予防のための地域
ケア個別会議」に専門職助言者として参加し，
医療と介護の栄養連携，地域の栄養支援の在り
方について改めて感じたことを報告する．

湯沢町保健医療センター 医療技術部 副部長兼栄養室長　栁 真紀

POINT

① 地域における当センターの管理栄養士の役割：医療機関の管理栄養士とし
て，求められる役割

② 介護予防のための地域ケア個別会議：専門職助言者として参加して強く感
じた地域の栄養支援．栄養連携の必要性

③ 地域における栄養支援と栄養連携：求められる地域の専門職を目指して

在宅療養者の栄養を守る
－地域の栄養支援と栄養連携に向けて－
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介護予防のための地域ケア個別会議
　
１．介護予防のための地域ケア会議とは
　2025年の地域包括ケアシステムの構築に向け
た取り組みが推進される中，国は2016年から「介
護予防活動普及展開事業」において，自立支援・
介護予防の観点から実施する地域ケア会議の推
進・定着を目指している（図１）．
　新潟県においても，2017年から，介護予防サー
ビス等を開始する前に多職種の助言を得ながら
介護予防・自立支援に向けた目標設定や支援を
判断する「介護予防のための地域ケア個別会議

（以下，地域ケア個別会議）」の定着へ向けた取
り組みが行われており,　当院では，2019年から
年に２～３回（１回２症例），隣接市の地域ケア
個別会議に栄養分野専門職の管理栄養士助言者
として参加している（図２）．

２．会議の構成員
・司会進行（市町村担当者，地域包括支援セン

ター）
・事例提供者（ケアマネージャー，介護サービス

事業者）
・専門職助言者（理学療法士・作業療法士・言語

聴覚士・歯科衛生士・管理栄養士・薬剤師）

３．専門職助言者の役割
　事例提供者に対して,　対象者の希望や生活行
為の課題等を踏まえ，自立に資する助言を行う
ことであり，自身の専門も踏まえつつ全体の優
先順位を考慮した助言を行うことが求められる．

４．対象事例
　要支援１，要支援２の認定者で，以下のいず
れかに該当するかたが対象となる.
・日常生活動作に支障がある者
・機能維持，改善を目的に通所事業所の利用を

考えている者（利用している者）
・住宅改修および福祉用具の利用を検討してい

る者

図１　地域ケア会議の推進
〔厚生労働省：一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめ．2019年 12月 23日〕
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５．事例提供に必要な様式
　利用者基本情報・基本チェックリスト・興
味・関心チェックシート・課題整理表・支援計画
表・介護予防サービス・お薬手帳直近コピー・1
日食事内容・事業所の個別援助計画（サービス
利用がある場合）

６．事例検討の流れ
(1) 資料の読み込み　
　参加者は自らの専門分野を中心に内容を確認
する．
(2) プラン作成者および事業者からサービスの

概要説明　
・自立の阻害要因や助言いただきたいことを中

心に説明．
・目標と取り組み内容について
(3) 参加者からの質問　
・自立を阻害している要因について，全員が共

有できるように意識する．
・質問内容だけでなく，質問の意図も説明する．
(4) 参加者からの助言　

・他の助言者の質問からも，課題の優先順位を
判断し，自立に向けた具体的かつ実践可能な
助言を行う（本人の意欲を引出し，家族や関係
者の理解を得られる内容であることが重要）.

(5) まとめ（司会進行）　
　各専門職のアセスメント視点は図３を参照．

７．Ａさんの事例
　87歳，女性，BMI16.7（直近半年間の体重減少
はない），要支援２.　義歯使用．独居（古い木造
アパート）　
　既往歴：脊柱管狭窄症，糖尿病，腎性貧血．
腰の痛みや下肢のしびれがあり，整形外科受診
中．糖尿病で近所の診療所に30年来かかりつけ
であったが，腎機能の悪化があり，数年前に専
門医のいる病院へ紹介，通院中．
　生活状況：身のまわりのことは時間がかかる
が自分でできる．近隣に住む長男が受診や買い
物の送迎を行ってくれる．サービスは入浴目的
で週に２回通所利用．アパートの階段は手すり
がないので階段に手をついて昇降している．

図２　地域ケア会議の目的と内容
〔厚生労働省：H28 第１回都道府県介護予防担当者・アドバイザー合同会議．〕
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　本人の希望：料理が好きなので買い物も自分
で行きたい．アパートの近所の方とも交流があ
り，このまま今の住居で一人暮らしを続けたい．
外出の機会が減り，休みながらでないと長い距
離が歩けなくなったことを本人は気にしている
が，高床式の友人宅へ遊びに行くことが目標．
(1) 専門職助言者からの質問と助言　
　他の専門職からは，それぞれ活動状態と痛み・
しびれの様子やサービス利用時の動作の確認，
歯科受診状況，服薬状況に加えて，低栄養リス
クを懸念した質問が出された．
　それらの状況から，痛み・しびれなどによる
生活不活発状態と筋力低下を一番の課題ととら
え，悪化防止と改善のために各専門職より，腰
の痛みや下肢のしびれに対する現状の把握，筋
力低下を防止するためのプログラム変更や室内
での動作，補助器具の提案，適正な口腔ケアと
義歯チェックのための歯科受診，薬の整理や飲
み忘れ防止の助言がなされた．
(2) 管理栄養士としての質問と判断

　ケアマネージャーに本人の食に対する思いを
質問したところ，「料理好きなのでいろいろとつ
くって食べたいが，糖尿病があるから油はほ
とんど使わない，間食もしない，塩分も注意が
必要なので，料理に使う以外にかけたりつけた
りしないようだ」という答えであった．
　１日の食事記録から摂取カロリーは1,000kcal
弱で，かなり以前に糖尿病の栄養指導を受けた
ときの印象が強くあり，内容も少量の主食と少
量のおかずで構成され，ほぼ同様のパターンと
のことであった．
　直近の体重減少はないものの摂取エネルギー
不足は明らかで，筋力の低下や低栄養，腎症の
悪化リスクが非常に高い状態であると判断した．
(3) 今，一番優先されるべき栄養課題と助言　
① 現在の身体状況と実践している食事療法の内

容がそぐわない状況であるため，通院してい
る腎専門医の指示のもと，管理栄養士による
適正な食事療法を受けること,

② そのためにどのような依頼が必要であるか.

図３　地域ケア会議における多職種協働による多角的アセスメント視点
〔新潟県地域包括ケア支援専門職協議会 地域ケア個別会議助言者育成研修〕
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の２点を栄養課題としてあげ ,　下記の助言とし
た．
　「食事の内容から，エネルギー不足と思われ
ます．エネルギーの不足は筋肉量の減少，筋力
低下にもつながり，自宅で安全に生活するため
の壁となります．長年，糖尿病の食事療法を守っ
ているのは非常に素晴らしいことですが，通院
中の病院で，今の本人に合った栄養食事指導を
受けることがとても大切です．そして，自宅で
料理をつくること，食べることで，安心して現
在の生活を送ることにつながります」
　「病院で栄養食事指導を受けるためには主治
医の指示が必要です．受診の際に“食事の話を聞
きたい”と伝えてください．それが難しいような
ら，管理栄養士連携も可能なのでご相談ください」
(4) すぐにできる具体的実践事項（エネルギー

UPの工夫）
　すぐに実践に移せる具体的なエネルギーUP
の方法として，朝食に何もつけずに食べていた
食パン８枚切りを６枚切りに変更，マーガリン
や少量のジャムなどつけて食べて良いこと，ゆ
でた野菜は胡麻和え等にアレンジ，昼の麺類に
市販の天かすなどでちょい足しを行うことをお
示しした．
(5) ３ヵ月後のモニタリング　
　息子の勧めの鍼灸に通うことで，痛みとしび

れが軽減したため，整形外科医と相談し１剤の
減薬と入浴目的のサービスからデイケアへ移行
につながり，安心してリハビリのプログラムに
取り組んでいる．
　食事面は定期受診の中で糖尿病性腎症の栄養
食事指導が開始された．通院ごとに繰り返すこ
とで，現在の自分に適した食事をつくり，摂取
する分量も理解ができたため，摂取量の増加に
つながった．目標の友人宅へ行くことができた
が，１度きりであった．歩行距離は変わらない
が，休息する時間が短くなったことを本人が実
感している，ということであった．
(6)　栄養と食事療法のギアチェンジ
　フレイル予防の栄養のポイントの一つに「栄
養・食事療法のギアチェンジ」がある．個人差
はあるが，70歳前後で生活習慣病のための厳し
いエネルギー制限から緩やかな適正なエネル
ギー摂取へとシフトしていくのが重要とされて
いる．
　この事例のAさんはギアチェンジのタイミン
グを見逃され，いくつかの関門もそのまま通過
してしまったケースであり，適切なタイミング
での栄養支援や介入につながらなかった．地域
においては決してまれなケースではないことに
気づくきっかけとなった．

図４　管理栄養士からのメッセージ
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まとめ
　
１．求められる地域の栄養支援・栄養連携とは
　病院の管理栄養士として施設の中から見た栄
養支援や連携といえば，退院時指導などの介入
がほとんどで，その時点で初めてその方や家族
の栄養課題に向き合うことが多い．従来行って
きたような，退院後の他サービスとの食事形態
の連携や他施設の栄養部門との連携だけでは，
地域の栄養支援や栄養連携にはまだ程遠いので
はないか？ という思いが強くなり，本当に求め
られる「地域の栄養支援・栄養連携」とは何か？
を見つめ直す機会となった．
　地域柄，あまり多いとは言えない栄養専門職
として，病院の内外問わず，「必要なタイミング
を逃さずに」「療養者本人を支える家族や多職種
にも」「具体的で実行可能な支援」を行っていく
ことであり，その体制を整えていく必要がある
と感じた．

２．その実現のために
　地域における切れ目のない栄養支援・栄養連
携の実現のためには，入院や外来などで関係す
る療養者本人とその家族に対するしっかりとし
たアプローチと在宅での療養者を支える多職種
とつながり，栄養と食事の課題を共有していく
ことを継続していきたい．本人と家族に対する
支援と連携の輪に入っていくことで必要なタイ
ミングを見逃さず，その場面に合わせた適切な
介入につながるのではと考えている．

　具体的で実現可能な支援のためには，地域を
取り巻く食環境や生活環境を理解し，身近で活
用できる商店や食材，サービスや製品,　などさ
まざまな視点で，栄養食事支援につながる「ア
イテム」の整理と情報提供の準備をさらに進め
ていく予定である．
　それらを活用し，まずは病院の中から栄養支
援の輪を広げていき，病院の外にも広がってい
き，どのような方からでも，気軽にご相談がい
ただけるような地域の栄養連携・支援のカタチ
を模索していきたい．

３．今までも，これからも
　当地域はさまざまな専門職が少ない地域であ
るが，そのおかげで，それぞれが顔の見える距
離感でもあるといえる．地域で開催される多職
種研修会などを通じて他の専門職とも少しずつ
つながりができ，専門職団体の研修会や町民講
座などを開催する機会も増えてきた．その時
にいつも最後に「あなたの身近にいる管理栄養
士をぜひ，活用してください」というメッセー
ジで締めくくるようにしている（図４）．そん
な小さいきっかけであるが，地域の高齢者の健
康を守り，地域療養者の栄養を守ることにつな
がっていけたらと思う．

引用文献
1) 厚生労働省：介護予防活動普及展開事業 専門職向け手引き

Ver 1．
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自然に減塩できる環境を 
地域社会につくる

－東通村・台東病院における減塩のための食環境づくり－

はじめに
　

　高血圧症は日本人における死因の主要なリス
ク因子であり1)，食塩の過剰摂取が血圧上昇と関
連することは多くの研究により明らかとなって
いる2)．また，近年尿中ナトリウム／カリウム比

（以下，Na/K比）と血圧，循環器疾患との関連3)

や食事中Na/K比と循環器病死亡リスクとの関
連が示され4)，食塩摂取量の低減だけでなく，増
カリウムにつながる野菜・果物，乳製品，魚類
などの摂取量を増やし，食事全体として整える
ことの重要性が示されている5)．
　一方で，日本人の食塩摂取源はみそ，しょう
ゆ等の調味料に続き，野菜の漬物や魚の干物等
の加工食品が多く6)，望ましい食品もその種類や
調理法によっては食塩摂取量の増加を招く場合
もあり，自律的なコントロールが難しい．その
ため，食生活の改善，特に食塩摂取量の問題は，
個人に対する具体的な栄養教育（調理法や栄養
成分表示の活用）に加え，地域全体での啓発活

動や減塩商品の販売促進，すなわち「自然に減
塩できる食環境づくり」が必要とされる7),8)．
　そこで，本稿では日本人における健康課題で
ある減塩の「食環境づくり」について，筆者が関
わった２つの事例を紹介する．一つは自治体，
医療施設，大学等の研究機関が関わった青森県
東通村における地域の取り組み，もう一つは，
台東区立台東病院における職場としての取り組
みである．いずれも取り組みの途上にあるが，
他地域および他施設での取り組みの一助となれ
ばと考え，情報提供を行うこととする．なお，
ここでいう「食環境づくり」とは，人々がより健
康的な食生活を送れるよう，人々の食品へのア
クセスと情報へのアクセスの両方を相互に関連
させて整備することを意味する8)．

青森県東通村における食環境づくり
　
　本州最北東端に位置する人口約6,000人の青森
県東通村では，青森県の異名「短命県」を東通村

① 食生活の問題は，個人の力だけでコントロールすることは難しい

② 特に食塩摂取量の問題は，地域全体での「自然に減塩できる食環境づくり」
が必要

③ 行政や地域の関連機関と連携した町ぐるみの「食環境づくり」が大切

POINT

ヘルスプロモーション研究センター 研究員　川畑輝子
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から返上すべく，健康福祉課，地域医療振興協
会が運営する東通地域医療センターとヘルスプ
ロモーション研究センター，そして青森県立保
健大学，岐阜医療科学大学の有識者が連携し，
2019年より東通村発短命県返上プロジェクトを
実施している9)．村の伝統芸能の継承や地域活性
を上位目標にして取り組む，住民主体の健康づ
くり活動である（図１）．

１．厚生労働省および経済産業省による「予防・
健康づくりに関する事業（栄養）」への参加
　そのような中，日本高血圧学会より厚生労働
省および経済産業省による「予防・健康づくり
に関する事業（栄養）」の協力依頼があり，東通
村も全国15ヵ所の実証フィールドの一つとして
参画した．本事業の目的は，国民の減塩および
カリウム摂取量増加に向けた保健指導と食環境
整備の手法の開発と，政策立案に向けたエビ
デンス創出である．実施内容は，健診時の尿中

図１　東通村発短命県返上プロジェクト事業概要

図２　厚生労働省および経済産業省による「予防・健康づくりに関する事業（栄
養）」の概要
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Na/K比測定と，その結果に基づく減塩指導（ハ
イリスクアプローチ）と地域の食環境づくり（ポ
ピュレーションアプローチ）の２本立てである．
食環境づくりの内容は，食料品店での減塩商品
の販売促進（スイングPOPの貼付など）と自治体
ホームページ等を活用した減塩と地域で販売し
ている減塩商品等の情報提供である（図２）．

２．東通村独自の取り組み
(1) 「お買い物バス」の活用
　食環境づくりを開始するにあたり，買い物や
減塩商品利用に関する実態把握調査（事前アン
ケート）を行った．その結果，村にはスーパー
マーケットが無く，住民の多くが隣接するむつ 

市内のスーパーマーケット（以下，スーパーＭ）
で食材を調達していることが明らかとなった．
スーパーＭでは店舗と村を往復する「お買い物
バス」も運行している．
　スーパーＭの快諾を得て，店内での減塩商品
販売促進だけでなく，バス車内にも減塩レシピ
や減塩啓発POPを設置した．乗客を対象に定期
的に行っているアンケート調査の結果からは，
店内よりも車内の情報の方が目につきやすく活
用されやすいことが示されつつある．
(2) 診療所でのNa/K比測定と情報発信　
　事前アンケートの結果，住民の多くは「既に
減塩に取り組んでいる」と回答した．一方で，
地域医療センターの医師は患者さんとの日々の

図３　東通村診療所が毎月発行する「文殊の森通信」 2022 年１月号
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会話から，住民は「しょうゆをジョバジョバか
ける」と話す．そのような，住民の意識と行動
の乖離に気づきを与えるため，診療所の外来で
も「ナトカリ計」を用いた尿中Na/K比測定を始
めた．採尿して数十秒で結果が分かり，食塩だ
けでなく野菜等の摂取状況もおおよそ把握する
ことができるため10)，効果的な動機づけと食習
慣改善支援が可能となる．
　また，月に１回診療所が発行する健康情報誌

「文殊の森通信」でも2021年11月から減塩やNa/
K比について情報発信し，減塩の機運を高めて
いる（図３）．すでに2022年１月までに３回にわ
たって減塩が取り上げられた．その内容は「減
塩と高血圧」「減塩食品について」「減塩チャレン
ジ体験談」であった．通信は毎月村内全戸に配
付され，村の広報やホームページと同様に，情
報へのアクセス整備の一つの手段となっている．
(3) 「村民減塩チャレンジ」の実施　
　さらに，健診後のフォローアップとして郵送
尿検査キットを活用した「村民減塩チャレンジ」
を行っている．健診後１ヵ月間減塩の目標を立

てて実行した後，尿を検査会社に郵送すると，
約２週間後にNa/K比，推定食塩摂取量等の結
果が記念品と一緒に届くという取り組みである

（図４）．
　参加者の多くは「漬物を減らす」「しょうゆは
かけない」「みそ汁を１日１杯にする」等の実生
活に即した実行可能性の高い目標を立て，「チャ
レンジ後，血圧が10も下がってビックリした」
という感想も寄せられている．

３．今後の展望
　2022年４月末に，村内にスーパーＭのプチ
マートがオープンする．今後はそのプチマート
や村内の個人商店とも連携した食環境づくりを
目指す．まさに，医療施設，行政，住民そして
民間企業が一体となった取り組みである．事業
評価としては，健診時の尿による推定食塩摂取
量や尿中Na/K比の変化，減塩商品の購買行動
や活用頻度等の食行動も含めて行うことを予定
している．

台東区立台東病院における 
「食環境づくり」
　
　次に，地域医療振興協会が東京都台東区から
指定管理委託を受けて運営する台東区立台東病
院・老人保健施設千束（以下，台東病院）での取
り組みを紹介する．台東病院では，2018年より
病院の運営方針の一つに「地域ヘルスプロモー
ション病院」として活動することを位置づけ，
患者・利用者および職員のヘルスプロモー
ションを推進する活動をしている．その一環と
して，院内のコンビニエンスストア（以下，院
内コンビニ）を中心とした食環境づくりを2019
年に開始した．2018年４月に行った職員の食生
活実態調査の結果，職員の野菜・果物摂取量の
不足，食塩の過剰摂取が課題として示されたこ
とがきっかけとなった．

１．院内コンビニにおけるナッジを活用した食
環境づくり

　台東病院には職員食堂が無く，職員の約３割

図４　村民減塩チャレンジ案内チラシ 2022年１月号
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が院内コンビニで職場での食事を調達してい
る．そこで，病院の健康推進委員会で話し合い，
院内コンビニで販売する食品の品揃えを健康的
にすることで，職員の食習慣改善を促すことが
できないかと考えた．
　方法は，アメリカの病院食環境評価指標，
Hospital Nutrition Environment Scan（HNES）11)

を参考に，①品揃えの改善，②情報表示，③商
品配置の工夫，④価格の配慮の４項目を，健康
低関心層の食行動変容を促すことが期待できる
とされる“ナッジ（Nudge：そっと肘でつついて促

す）12),13)”を活用して行った．ナッジは，その枠組み
の一つ“EAST（E=Easy，A=Attractive，S=Social，
T=Timely）14)”，を用いて設計した（表１）．
　本稿では，その中の「減塩」に向けた取り組み
を中心に紹介する．取り組みの詳細は，フード
システム研究 第27巻４号（2021）15)に掲載されて
いる．参照いただければ幸いである．

２．減塩に向けた取り組み
　院内コンビニで食事を購入する職員の多くは
おにぎり・サンドイッチ・カップ麺等の軽食を

図５　カップ麺コーナーの配置と情報表示

表１　台東病院で行った実施内容一覧
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選択していた．カップ麺の食塩含有量が多いこ
とは周知のことだが，おにぎり・サンドイッチ
にも１個（１袋）あたり１～２g，商品によっては
それ以上の食塩が含まれる．仮におにぎり２個
とスープ代わりにカップ麺を昼食にとれば，そ
の食塩相当量は日本人の食事摂取基準（2020）16)

が定める１日の目標量（男性7.5g未満，女性6.5g
未満）を１食で超える可能性が高い．
　そこで，台東病院ではコンビニ商品の中でも
食塩量が少ない弁当類とサラダ・ヨーグルト等
を組み合わせた「ヘルシーセット（１食あたり食
塩相当量約３g，通常価格650～700円）」を作り
割引価格（一般客600円，職員500円）で販売する
こととした．同時に，サラダや果物，ヨーグル

ト単品での品揃えも改善し，カリウム摂取量の
増加をねらった．
　カップ麺コーナーでは，食塩含有量の少ない
商品を増やし，食塩量の多い商品を減らして商
品の構成比を変えた．また低食塩商品を目につ
きやすい上段に配置し，食塩量が多くなるほど
下段に配置し手に取りにくく配置した．加えて，
商品の食塩含有量を実際の食塩（１g包）を用い
て表示した（図５）．

３．得られた成果
　取り組み開始から５ヵ月間（2019年４～８月）
の商品売上とカップ麺の食塩含有量別販売数の
変化をモニタリングしたところ，食塩の過剰摂

図７　取り組み開始後５ヵ月間に販売したカップ麺の食塩含有量別販売割合の変化

図６　取り組み開始後５ヵ月間の売上の変化
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取につながりやすいおにぎりやサンドイッチの
売上が減少し，サラダ，ヨーグルトの売上が増
加した（図６）．
　また，カップ麺の食塩含有量別販売数の変化
は，取り組み前の5ヵ月間と比べて取り組み後
は食塩含有量の多い商品の販売割合が有意に減
少した（図７）．結果として，カップ麺だけで５ヵ
月間に食塩相当量約２㎏の削減となった．
　さらに，2020年４月に職員を対象に行った食
事調査の結果，野菜，果物，乳製品など，カリ
ウム摂取量の増加につながる食品の摂取量が
2018年から増加した．その結果，健診尿のNa/
K比も，有意に低下した（中央値：3.2→2.9，
p=0.015）．

４．今後の課題　
　本取り組みの結果，職員の食塩摂取量は減少
しなかった．今後は増カリウムを維持しつつ食
塩摂取量を減らすための調理法や職場以外の場
所での具体的な食物選択方法など，個人へのア

プローチの強化が求められる．
　さらに，職場だけでなく地域全体の食環境づ
くりを推進するために，この取り組みで得られ
た成果やノウハウを役立てたいと考えている．
病院が正しい食情報発信の拠点となり，行政や
地域の関連機関と連携し，地域の食育の場とし
て活用されるとよいと考えている（図８）．

おわりに
　

　医療施設が重要な役割を担う地域における食
環境づくりと，病院の職域としての食環境づく
り，２つの取り組みを紹介した．
　欧米では，「病院で提供する食品はヘルスケア
サービスの一部である」「医療従事者の健康管理
は地域の健康づくりを牽引する力となる」とし
て医療施設が率先して施設内および地域の食環
境づくりを行っている17)〜19)．一方，国内では地
域における減塩活動の報告は蓄積されつつある
ものの，医療施設と連携している例は少ない20)．

図８　台東病院「食環境づくり」の概念図
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　高血圧が主要な健康課題である日本におい
て，減塩の取り組みは地域医療の視点からも優
先度が高い．医療施設はその対策，すなわち医
療サービスの一つとして地域の「食環境づくり」
を考える必要があるのではないか．本稿がその
きっかけになれば幸いである．
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検診，健康まちづくり)(イ)食行動の変容に向
けた尿検査及び食環境整備に係る実証事業」の
事業を用いて実施している.　東通村発短命県返
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離島診療所における
新型コロナウイルス感染症流行

第６波への取り組み
村井達哉1)

Ⅰ．はじめに
　著者は自治医科大学を2016年に卒業し，総合
診療専門医プログラムを修了した後，2021年４
月から萩市大島診療所の所長として勤務してい
る（現在は，日本プライマリ・ケア連合学会家
庭医療専門医プログラムを研修中）．

Ⅱ．大島診療所の概要
　山口県萩市大島は，本土から8.0km，定期船
で25分（１日４往復）の日本海に位置する有人離
島である．人口625人（世帯数273）（2021年９月
末日時点：住民基本台帳より）で島内に保育園・
小中学校があり比較的若年層も多く，高齢化率
は41.9％と山口県内の他の離島と比較して低い．
大島診療所は島内唯一の医療機関で，スタッフ
は常勤医師（自治医科大学卒業の義務年限派遣
医師），常勤看護師２名，事務１名である．

Ⅲ．新型コロナウイルス感染流行の
概要　
　山口県内は，2022年１月５日から新型コロナ
ウイルス感染症新規感染者数１日100名を超え，
１月９日より県内一部でまん延防止等重点措置

が適用された（その後２月１日に県全域に適用
拡大）．また，萩市では１月８日に２例の発生
があり，その後１日10～20名の新規感染者報告
が続いた．大島では県内・市内の流行に遅れて
１月30日に第１例が発生した．萩市本土の職場
クラスターによる感染であった．それ以降も大
島の新型コロナウイルス陽性者は続いたが感染
経路は，①市内の職場クラスター，②市内の学
校クラスター，③家族の帰省によるものであり，
感染経路不明者はいない．また①～③全てで家
庭内の２次感染が起きており，そのうち高齢の
同居者に対して，モルヌピラビルの投与（計３
例），本土への搬送（計３例：うち２例がモルヌ
ピラビル投与済の患者）を行った．2022年２月
28日時点で，島民の累計感染者数は18名である．

Ⅳ．離島診療所医師としての取り組
み（図１)　
１．萩健康福祉センター（萩保健所）を訪問
　「災害時は，情報は自分で取りに行け」と以前
より指導医から助言を受けていたこともあっ
て，１月19日に萩保健所に赴いた．現場の雰囲
気を感じとり，自ら職員への聞き取りで困りご
とを聴取し助言を行った．その際気軽に相談で
きる医師が欲しいという要望があり，著者が時

1） 萩市国民健康保険大島診療所
（著者連絡先：〒758-0003　山口県萩市大島５番地９　萩市国民健康保険大島診療所，自治医科大学2016年卒業）

原稿受付2022年３月８日／掲載承認2022年４月14日
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間を問わず電話対応することを約束した．保健
所との顔が分かる関係性を継続する必要がある
と感じ，１月26日から保健所内で行われる朝昼
夕の会議（休日含む）にオンライン参加してい
る．その後，保健所からオンライン診療・健康
相談だけでなく，夜間救急搬送の必要性の是非
の問い合わせなどが２月末まで合わせて10件

あった．

２．YCOCC（Yamaguchi Covid-19 Online 
Clinical Connect）の設立・運営
　山口県内の初期流行地域で活動していた岩国
市勤務の西村謙祐医師（自治医科大学2010年卒
業，岩国市立本郷診療所 所長）から，オミクロン

図１　山口県 , 萩市 , 大島における新型コロナウイルス感染状況と対策活動の推移

図２　YCOCC（Yamaguchi Covid-19 Online Clinical Connect）について
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株の流行による自宅療養者の急増に伴い，保健
所を支援する医師が必要と意見があった．この
時山口県には，「広島県オンライン診療セン
ター」1)と同様のセンターは存在せず，急を要す
るため，既存のネットワークで対応する必要が
あった．それが著者の所属する「長州家庭医療
専門医および総合診療プログラム」であった.プ
ログラム責任者の原田昌範医師（自治医科大学
2000年卒業，山口県立総合医療センターへき地
医療支援部 診療部長）は，山口県新型コロナウ
イルス感染症対策室を兼務している．原田医
師・西村医師と共に，YCOCC（Yamaguchi 
Covid-19 Online Clinical Connect：通称ワイコッ
ク）を１月18日設立し，県内の山口県自治医科
大学卒業生有志で１月25日から運用開始した

（図２）．各医療圏単位で同様の仕組みが整うま
での時限措置として開始し，２月13日までに県
内26件のオンライン診療をYCOCCが担った．
２月14日以降依頼はなく，各医療圏の仕組みが
整い始めたことを確認し，２月28日をもって
YCOCCは運用終了となった．

３．医師会でオンライン診療の講義
　萩市内（萩医療圏域）の自宅療養支援の体制を
整えるため，オンライン診療の普及が必要だっ

た．既存の市医師会メーリングリストでオンラ
イン診療についての情報を事前提供し，オンラ
インで開催された医師会会員向け研修会で，著
者は講義を行った.　オンライン診療に関わる手
順や県庁への報告方法，カルテや患者情報を記
載するフォーマットの共有，さらに診療報酬な
ど医師会会員が積極的に取り組める内容になる
ように心掛けた．

４．離島での自宅療養者の対応について
　新型コロナウイルス感染症の流行第６波以前
の保健所との申し合わせでは，島内で新型コロ
ナウイルス陽性者が発生した場合は，全例ホテ
ル療養または入院の方針であった．しかし，県
内の自宅療養者の急増に伴い，島内でも無症
状・軽症者は自宅療養を行う方針に変更となっ
た．自宅療養者の急変をいち早く知覚するため
に，島内の新型コロナウイルス陽性者はほぼ全
例，大島診療所で午前・午後の健康観察（最大
で１日11人）を行った．
　自宅療養者が入院する際，本土への患者搬送
手段が大きな課題であった．当初予定していた
海上保安庁の船での搬送では，自力歩行ができ
ない場合は安全に乗り降りできないと伝えられ
た．そこで萩市担当課を通じ，定期船（フェリー）

図４　萩市内からの買い物支援図３　搬送時の様子
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と搬送車を利用した患者搬送が可能となった．
以前から定期訪問診療を行っていた高齢女性が
家庭内感染した際は，まず保健所職員が搬送車
で来島し，車内に患者を乗せたまま定期船で本
土へ移動後，市内の病院へ搬送した．診療所ス
タッフは，患者自室から車までの搬送を担当し
た（図３）．
　濃厚接触者に対するPCR検査（唾液）は，濃厚
接触判定から結果報告まで６日程度かかってい
た．感染拡大予防の面から結果報告までの時間
短縮が必要であると考え，萩健康福祉センター
と協議した．保健所が使用するPCR検査キット

（鼻咽頭拭い）を診療所に事前配送し，診療所が
濃厚接触者宅を訪問・PCR検査を行うことで結
果報告まで２日程度に短縮できた．
　山口県では自宅療養セット（食料品など日常
用品）が配送されていたが，この頃には配送の
遅れもあった．それを解消するため，当初は診
療所が買い物支援を行ったが，診療所の負担が
大きくなっていたことから，２月から萩市本土
で導入されていた社会福祉協議会の買い物支
援・配送を大島まで範囲を広げてもらうよう交
渉し，実現した（図４）．
　感染者への風評被害の懸念があったため，市医

師会が作成した「stop！コロナ差別」という配布
資料に加えて，「新型コロナウイルス感染者の自
宅療養に関するお知らせ」という形の配布資料
を作成し，診療所や地区毎の掲示板に掲示した．

５．島内の予防について
　島内で感染者が発生したにもかかわらず，感
染対策ができていない漁師や農家の話を耳にし
た．密な状況での飲み会・食事会，マスクをせ
ずに大声で話すなども行われており，ウイルス
がここに入ってきた場合は，島内での更なる感
染拡大は明白で，改めて感染対策および啓発が
必要と感じた．市民課・健康増進課と協議を行
い，市保健師の方々と協働して漁協・農協への
資料配布を作成した（図５）．診療所でワクチン
の個別接種の日程を早めるだけでなく，島民を
巻き込んだ対策ができた.　そのおかげもあり，
患者の新規発生は２月14日以降認めていない

（２月28日時点）．

Ⅴ．今後の課題
１．島内での振り返り，ケア会議
　新型コロナウイルス感染症の流行第６波の島

図５　漁師向けの配布資料
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内の感染状況や，診療所の対応について，島内
の協議体メンバー（診療所，出張所，地区社協，
漁協組合支部長，地区会長，島内の市議会議員，
各部会長など約20名）に伝える会を３月14日に
開催する．第６波で経験したこと，課題などを
全体で共有し，第７波以降の対応につなげたい．
また３月23日に開催するケア会議では，保健
師・介護支援専門員（ケアマネージャー）・訪問
看護ステーション・デイサービス担当者・地区
ヘルパーと第６波における反省と課題について
協議する．島内の陽性者・濃厚接触者の情報共
有が不十分であったことを考慮し，介護認定を
受けている島民をかかりつけかどうかを問わず
リスト化し，全体で共有していきたい．

２．非常事態の診療所スタッフの応援体制につ
いて
　今回の診療所の取り組みは，通常診療も並行
して行っているため，普段のスタッフの数では
対応が困難だった．著者の配偶者が看護師であ
り，普段は非常勤として，診療所スタッフの急
な休みの際に出勤していた．第６波では２月７
日から18日まで，配偶者を含めた看護師３名体
制とした．スタッフに濃厚接触者が出て人員が
減った際も，なんとか診療所を運営することが
できた．今後も診療所スタッフの急な欠員が出
る可能性があるが，そういった緊急時のスタッ
フの応援体制について担当課と話し合いを継続
していく． 

Ⅵ．考　察
　未だ収束のみえない新型コロナウイルス感染
症の流行第６波では，訪問看護・ヘルパーの中
止による見守りの低下や，健康教室・ケア会

議・協議体の中止など，多方面で通常のケアよ
りも制限を強いられた．しかし，オンライン診
療・医師会との関係強化・診療所スタッフの感
染対策に対する知識・技術の向上など，著者自
身多くの点で成長できた．また，山口県自治医
科大学卒業生のつながり，市担当課・保健師な
どの行政とのつながりの重要性を再確認でき
た．
　また，オンライン診療は実際に行うことで，
その可能性を非常に強く感じた．COVID-19流
行時だけでなく通常時からその仕組みを普及さ
せることが重要である2)．離島をはじめとした，
へき地で勤務する我々が継続的に積極的に関
わっていける分野であると感じる．
　今年度から本格的に診療所に携わり地域に目
を向けてみて，やらなければならないことが無
限に広がっていることを感じた．地域を診る力
こそ総合診療専門医の力の見せどころだと思っ
た．島の風土や慣習を変えることは非常に難し
いかもしれないが，この大島が島民にとって住
みやすい地域になるように，今後も日々精進し
ていこうと思う．

引用文献
1) “広島県オンライン診療センター” https://www.pref.hiroshima.

lg.jp/ site/2019-ncov/online-medicalcare.html (accessed 
2022 Feb 28)

2) Omboni S：Telemedicine During The COVID-19 in Italy：
A Missed Opportunity? Telemed J E Health 2020; 26(8): 
973–975.
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はじめに  

　日本医療機能評価機構の医療事故情報収集等
事業（以下，本事業）では，「医療安全情報」として

「No.179：他患者の病理検体の混入（2021年10月）」１）

が公表されている．また，本事業の第65回報告
書２）（以下，本報告書）では，「再発・類似事例の
分析」として，「病理に関連した事例（第24回報告
書）－他の病理検体の混入－」が取り上げられて
いる．
　本事業の「医療安全情報」１）では，病理に関わ
る内容として，これまでに「No.53：病理診断時の
検体取り違え（2011年４月）」「No.71：病理診断報
告書の確認忘れ（2012年10月）」「No.144：病理検体
の未提出（2018年11月）」「No.150：病理診断報告書
の確認忘れ－上部消化管内視鏡検査（2019年5
月）」などが公表され，繰り返し注意喚起がなさ
れてきた．
　病理検査は，診断とその後の治療方法に影響
する重要な検査である．インシデント・アクシ
デント事例の発覚の段階で，状況によっては，
患者に不可逆的な影響を及ぼす可能性がある．
患者への不可逆的な影響はもちろんのこと，医
療機関への信頼を揺るがすことや，関与した職
員への影響なども含めて，病理に関連した事例
の発生を未然に防止することは組織全体で取り
組むべき課題である．

　本連載でもこれまでに，病理に関連した内容
として，「『病理診断報告書の確認忘れ』に関連し
たアクシデント（第51回）」「“病理診断報告書の確
認忘れ”に関わるアクシデントの未然防止（第70
回）」などをテーマとして，インシデント・アク
シデント事例発生の未然防止対策について，発
生要因から検討している．
　自施設では，“他患者の病理検体の混入”に関わ
るインシデント・アクシデント事例が発生して
いないだろうか．これらの事例が発生していな
い場合でも，事例の発生を未然に防止する対策
や，現状評価は十分だろうか．“他患者の病理検
体の混入”に関わる事例の発生を未然防止するた
めには，「なぜ，複数のプロフェッショナルが関
与しているにもかかわらず，“他患者の病理検体
の混入”に関わる事例発生を未然防止できなかっ
たのか？」という“なぜ”を深めることが欠かせな
い．明らかになった自施設の傾向と課題に向き
合い，関与する医師や，看護師はもとより，臨
床検査技師などの多職種がチーム力を発揮し，
“他患者の病理検体の混入”に関わる事例の発生
を回避することができるシステムの整備に取り
組むことが望まれる．
　そこで，本稿では，「なぜ，“他患者の病理検体
の混入”に関わる事例の発生を未然に防止できな
かったのか？」という疑問に焦点を当てて，事例
の発生要因の“見える化”から，事例発生を未然
に防止する対策について検討する．

第104回
“他患者の病理検体の混入”に関わる

事例発生を未然防止する！
－事例の発生要因の“見える化”から検討する未然防止対策－

地域医療振興協会 地域医療安全推進センター センター長　石川雅彦

Let’s Try！
医療安全 具体的事例から考える医療安全！“未然防止の取り組み”
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　本稿では，アクシデントを「患者に何らかの影
響が及んだ事例」，インシデントを「患者に影響
が及ばなかった事例，もしくはタイムリーな介
入により事故に至らなかった事例や状況」とす
る．また，日本医療機能評価機構の資料を使用
する際には，アクシデントは「医療事故」，イン
シデントは「ヒヤリ・ハット」という言葉を用い
る．なお，本事業の資料から抽出した事例の表
記は，一部改変して記載する．

“他患者の病理検体の混入”
に関わる事例

　本事業の事例検索３）では，2021年11月下旬現在，
キーワード“病理診断”で217件，“病理診断”“混入”
で３件，“病理検体”で75件，“病理検体”“混入”で２
件の医療事故やヒヤリ・ハット事例が検索され
ている．
　本報告書における分析対象は，「2015年１月以
降に報告された再発・類似事例」の６件であるこ
とが挙げられている. “他患者の病理検体の混入”
に関わる事例の発生場面は，「検体採取後に容器
に入れる時：４件」「病理検査室での検体処理時：
２件」であることが挙げられている．また，「検体
採取後に容器に入れる時：４件」中，検体を入れ
る容器の状況としては，「未使用の容器と検体が
入った容器を同じ場所に置いていた：２件」「他の
患者の検体が入った容器を次の患者の処置時に
使用する台に置いていた（未使用の容器が準備さ
れていたかは不明）：２件」であることが挙げられ
ている．
　“他患者の病理検体の混入”に関わる事例とし
て，事例検索３）にて検索され，本報告書にも掲
載されている事例としては，
　「看護師は，患者（60歳代，女性）の肝生検（当日，
２件目の実施）後，点滴台に置いてあったホルマ
リン入りの容器のラベルを確認せずに医師に渡
した．医師は，看護師に渡された容器のラベル
を確認せずに検体を入れた．当日は，２件の肝
生検を続けて行っており，１件目の検体を提出
するため，師長の机の上の容器を確認すると，
容器は未開封であり，１つの容器に２件の検体

を入れたことに気づいた．肝生検を行った医師
へ報告し，確認を依頼した．２つの検体の太さ，
形状が明らかに異なっていたことから両者を判
別し，２件目の検体を新規の容器に移した．
　２件続けて検体採取が行われた．検体の取り
扱いが不適切，および２件続けて実施すること
についてのリスク管理が不十分であり，環境整
備が不十分であった」２），３）

　「患者Aに子宮頸部細胞診を実施した翌日，検
査科より，患者Aの容器に検体が２つ入ってお
り，同日受診した患者Bの容器に検体が入って
いないことを指摘された．患者A，患者Bに電話
で報告し，再度受診してもらい，再検査を実施
することになった．
　看護師が，未使用の容器と検体が入った容器
を混在して置いていた．容器の中に検体が入っ
ているか否かを確認せずに検体を入れた．検体
を提出する前にオーダー用紙と検体の確認がで
きていなかった」２），３）

などがある．
　ほかに，検体採取時ではなく，病理検査室に
おける“他患者の病理検体の混入”に関わる事例
としては，
　「耳鼻咽喉科医が内視鏡下で採取した外来患者

（60歳代，男性）の喉頭組織の病理診断を依頼し
た．病理部からは，『腎細胞癌の転移の可能性あ
り』との診断結果が病理専門医のダブルチェック
の後，報告された．耳鼻咽喉科医は，臨床症状
と全く異なる結果のため，病理部へ確認したが，
報告のとおりであるとの返答のため，精密検査

（3D-CT，PET)を計画し，全身麻酔下で喉頭生
検を実施した．２回目の病理診断結果は，『悪性
所見なし』にて，耳鼻咽喉科医は病理部に疑義の
問い合わせをした．病理部で，標本処理過程を
検証したところ，初回の当該検体の作業直前に，
腎細胞癌の切り出し作業が行われていたことが
確認された．担当は同一の臨床検査技師で，２
検体の処理の際に使用したピンセットは所定の
容器の水で洗ったが，ふき取りは行っていない
ことが判明した．ピンセットに付着した腎細胞
癌の組織片が，喉頭の検体を処理する際にコン
タミネーションを起こしたことが示唆された．
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　病理部の標準作業書には，ピンセットの使用
方法は明文化されていなかった．１本のピンセッ
トを繰り返し，容器の水で洗って使用していた．
病理部では，ピンセットのふき取りを励行する
よう口頭で伝えていたが，当該臨床検査技師は，
そのことを知らなかった．初回の疑義の問い合
わせに対しての病理診断医の対応が不十分で
あった」２），３）

などがある．

具体的事例から考える
事例の発生要因

　各医療機関でも，“他患者の病理検体の混入”に
関わる事例発生の未然防止対策として，マニュ
アル・ルールの整備，および職員への教育など，
さまざまな取り組みが実施されていると思われ
る．しかし，現状では，“他患者の病理検体の混入”
に関わるインシデント・アクシデント事例の発
生が報告されており，自施設における現状評価
を踏まえた取り組みが急がれる．
　ここでは，本事業の事例検索３）にて検索され
た事例（以下，本事例）を基に，“他患者の病理検
体の混入”に関わる事例の発生要因の“見える化”
から，事例発生を未然に防止する対策について
検討する．

事例「患者２人の検体を同一の容器に混入 . 複数のプロ
フェッショナルの確認不足？」

【事故の内容】
・大腸のポリペクトミーを，２件連続して同一の内視鏡検査室
（以下，内視鏡室）で実施した．

・１件目のポリペクトミーが実施され，看護師 Aが，容器に検
体を入れ，その都度，蓋をした．

・２件目の担当の看護師 B は，１件目の後片づけと，２件目
の準備を進めていた．

・１件目の検体が内視鏡室に残ったまま，２件目が開始となり，
準備をした看護師 Bが検査についた．

・ ２件目が長引き，看護師 B の勤務時間を過ぎてしまったため，
途中で看護師 Bから看護師 C に交代した．

・看護師 C に交代してから，ポリープが摘出された．
・２件目も終わり，看護師 Cが内視鏡室の後片づけをしてい

たところ，１件目の患者の検体ラベルを見つけた．
・看護師 A に確認し，患者２人の検体を同一の容器に混入

したことが判明した．

（日本医療機能評価機構 医療事故情報収集等事業 事例検索より抽出，
一部改変）

　本事例の背景要因としては，「看護師Aは，検

体立てに貼付するラベルに患者名を記入し忘れ
た」「１件目の終了後，本来なら検査担当の看護
師Aが検体を医師に手渡すところだが，患者に
は片麻痺があり，移動や更衣に介助を要したた
め，看護師Aは検体の取扱いよりも患者の介助
を優先し，内視鏡室内で患者の更衣を介助し，
その後，看護師Aは，検体が内視鏡室に残って
いることを忘れた」「担当した医師は，内視鏡室
で検体ラベルを出力したが，看護師に手渡さず，
そのままにしていた」「看護師Cは，検体を入れる
容器の蓋が開いていたため，容器の中に検体が
残っているとは疑いもせず，１件目の検体が入っ
た容器に２件目の検体を入れた」などが挙げられ
ている．
　本事例を，インシデント・アクシデント事例
分析法の一つであり，事例発生の原因を当事者
のみの問題として終始せず，システムやプロセ
スに焦点を当てて根本原因を明らかにするとい
う特徴がある根本原因分析法（Root Cause 
Analysis, 以下RCA）の考え方で振り返り，事例
発生の未然防止対策を検討する．
　本事例を，RCAの特徴であるシステムやプロ
セスに焦点を当てる考え方で検討すると，「なぜ，
１件目の検体が内視鏡室に残ったままで，２件
目が開始されたのか？」「なぜ，２件目の準備を
した看護師Bが，途中で看護師Cに交代した際に，
検体を入れる容器についての情報伝達が実施さ
れなかったのか？」「なぜ，２件目も終わり，看
護師Cが内視鏡室の後片づけをしていて，１件
目の患者の検体ラベルを見つけるまで，１件目
の担当看護師Aは，１件目の検体を提出してい
ないことに気づかなかったのか？」「なぜ，２件
目の準備をした看護師Bや，交代して採取され
た検体を容器に入れた看護師Cなど，複数の職
員が関与したにもかかわらず，“他患者の病理検
体の混入”を防止できなかったのか？」「なぜ，医
師は検体採取後に，検体が提出されたか否かを
確認しなかったのか？」などの疑問が浮かぶ．
　これらの“なぜ”を深めて根本原因を明らかに
する際に，本事例の背景要因に挙げられている

「看護師Aは，検体立てに貼付するラベルに患者
名を記入し忘れた」「担当した医師は，内視鏡室
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で検体ラベルを出力したが，看護師に手渡さず，
そのままにしていた」「看護師Cは，検体を入れる
容器の蓋が開いていたため，容器の中に検体が
残っているとは疑いもせず，１件目の検体が入っ
た容器に２件目の検体を入れた」などに注目する
ことが重要である．
　ここでは，さらに，「なぜ，医師，看護師など
複数のプロフェッショナルが関与していたにも
かかわらず，検体立てに貼付するラベルに患者
名を記入し忘れたことに気づかなかったのか？」

「なぜ，担当の医師は，内視鏡室で検体ラベルを
出力したのに，看護師に手渡さず，そのままに
していたのか？」「なぜ，看護師Cは，検体を入れ
る容器の蓋が開いていたことを疑問に思って容
器の中を確認せず，１件目の検体が入った容器
に２件目の検体を入れたのか？」などの疑問を深
め，事例発生の根本原因を明らかにすることが
望まれる．
　“他患者の病理検体の混入”に関わる事例の発
生を未然に防止するため，本報告書，および事
例検索３）にて検索された，さまざまな事例の記
載内容を参考にして，「“他患者の病理検体の混
入”に関わる事例発生の発生プロセスと発生要因
の“見える化”（例）」（図１）を作成した．「検査準
備」「検体採取」「検体提出」などのプロセスに沿っ
て，事例の発生要因を検討することを提案した
い．

　本事例，および前記の事例などを考慮して，“な
ぜ”を深めて事例の発生要因を検討すると，“他患
者の病理検体の混入”に関わる事例の発生要因と
しては，「確認不足」「思い込み」「失念」などの
ヒューマンファクターだけでなく，システム要
因・環境要因などの関連性を含めて広い視野で
検討することが望まれる．
　“他患者の病理検体の混入”に関わる事例の発
生要因としては，１）自施設における“他患者の
病理検体の混入”に関わる事例発生の現状評価が
未実施，２）事例発生のプロセスを意識した多職
種によるリスクアセスメントが未実施，３）病理
検体採取時・病理診断時のマニュアル・ルール
の遵守状況の現状評価・フィードバックが未実
施，４）リスクアセスメントの結果や，自施設・
他施設で発生した具体的事例の紹介を含めた情
報提供・注意喚起が未実施，５）多職種の連携に
よる事例発生の未然防止の可能性の検討を含む
職員教育が未実施，などが考えられる．

“他患者の病理検体の混入”に関わる
事例の発生要因の“見える化”から

検討する未然防止対策

　本事例の改善策としては，「検査の終了時には，
最初に検体の処理を行い，患者の移動や更衣に
介助が必要な場合は，状況に応じて他の看護師

　図１ “他患者の病理検体の混入”に関わる事例発生のプロセスと発生要因の“見える化”（例）

（日本医療機能評価機構 医療事故情報収集等事業 第65回報告書，および事例検索にて検索された事例の
記載内容を参考に作成）
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に依頼する」「検体が取り出された時点で，検体
立てに貼付してあるラベルに患者の氏名を記載
する」「検査終了後，使用しなかった検体を入れ
る容器は検体立てから外し，検体立ても片づけ
る」「検査担当の看護師は，新たに検体立てと検
体を入れる容器の準備を行う」「検体を入れる容
器の蓋は検体を入れる直前まで開けない（蓋が開
いている事で何も入っていないと勘違いするこ
との防止とホルマリンの暴露の防止のため）」「検
査を施行する医師は，検体ラベルを発行したら，
担当看護師に手渡すか，医師が自分で貼付する」
などが挙げられていた．
　“他患者の病理検体の混入”に関わる事例の発
生を未然に防止するためには，明らかになった
発生要因に対応して，１）自施設における“他患
者の病理検体の混入”に関わる事例発生の現状評
価の実施，２）事例発生のプロセスを意識した多
職種によるリスクアセスメントの実施，３）病理
検体採取時・病理診断時のマニュアル・ルール
の遵守状況の現状評価・フィードバックの実施，
４）リスクアセスメントの結果や，自施設・他施
設で発生した具体的事例の紹介を含めた情報提
供・注意喚起の実施，５）多職種の連携による事
例発生の未然防止の可能性の検討を含む職員教
育の実施，などの未然防止対策が考えられる．
　これらの防止対策を実施することで，ヒュー
マンファクターとしての「確認不足」「思い込み」

「失念」などを防止すること，あるいは患者に発
生する不可逆的な影響の重大性を認識する機会
が提供されることから，プロフェッショナルに
期待される責務を再認識し，“他患者の病理検体
の混入”に関わる事例の発生に至る前に，多職種
の連携を発揮して“他患者の病理検体の混入”に
気づくことで，事例発生を未然に防止すること
が期待される．
　１）の「自施設における“他患者の病理検体の混
入”に関わる事例発生の現状評価の実施」では，
事例の再発防止・未然防止を検討する前に，現
状評価を実施することが望まれる．自施設にお
けるインシデントレポートを振り返り，“他患者
の病理検体の混入”に関わる事例発生の有無を確
認することから取り組むことが求められる．

　２）の「事例発生のプロセスを意識した多職種
によるリスクアセスメントの実施」では，「検査準
備」「検体採取」「検体提出」など，検査の実施のプ
ロセスを意識して，個々のプロセスでどのよう
なリスクの発生の可能性があるのか，多職種参
加のリスクアセスメントの実施が望まれる．他
に，「病理診断」のプロセスも考慮して，さまざま
な視点からリスクアセスメントを実施すること
で，“想定外”の状況を回避するための取り組みを
期待したい．
　３）の「病理検体採取時・病理診断時のマニュ
アル・ルールの遵守状況の現状評価・フィード
バックの実施」では，１）の「自施設における“他
患者の病理検体の混入”に関わる事例発生の現状
評価の実施」の結果も踏まえて検討することが望
まれる．自施設で“他患者の病理検体の混入”に
関わる事例が発生している場合は，事例分析を
実施し，課題を明らかにすることも必要である．
このようにして得られた情報を関与する職員に
どのようにフィードバックするかについても検
討したい．
　４）の「リスクアセスメントの結果や，自施設・
他施設で発生した具体的事例の紹介を含めた情
報提供・注意喚起の実施」では，多職種・複数の
職員が関与する状況を考慮して，情報の共有不
足によるリスク発生の可能性，および多職種の
連携による事例発生の未然防止の可能性を再認
識する機会の提供が求められる．自施設で類似
事例が発生していない場合には，事例発生の未
然防止のために，他施設で発生した具体的事例
の紹介を含めた情報提供による注意喚起を実施
したい．
　５）の「多職種の連携による事例発生の未然防
止の可能性の検討を含む職員教育の実施」では，
４）の「リスクアセスメントの結果や，自施設・
他施設で発生した具体的事例の紹介を含めた情
報提供・注意喚起の実施」とも併せた職員教育の
企画が望まれる．ここでは，多職種の参加によ
る事例発生の未然防止の可能性の検討として，

「もしも，〇〇していたら？」「もしも，〇〇して
いなければ？」などと，広い視野で多職種が意見
交換することで，認識を共有することが望まれ
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Let’s Try ！医療安全 ― 具体的事例から考える医療安全！“未然防止の取り組み”
“他患者の病理検体の混入”に関わる事例発生を未然防止する！
　―事例の発生要因の“見える化”から検討する未然防止対策―
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る．ここで検討された未然防止対策を実施して，
事例発生を回避することが期待される．
　前記の事例における改善策としては，「肝生検
は２件続けて実施しない．どうしても２件続け
て実施が必要な場合には，１件目の検体を検体
置き場に提出した後に，２件目を開始する．検
体採取後に容器に保存する際は，複数名でラベ
ルの確認を行う」「未使用の容器と，検体を入れ
た容器を混在して置かない．容器の中に検体が
入っていないか，確認してから検体を入れる．
検体を提出する前にオーダー用紙と検体の確認
をする」「病理部の検体取り扱いマニュアルを改
訂する．直ちにピンセットを１検体１回使用と
する．病理部ワーキングで，体制の刷新を推進
する」などが挙げられていた．
　今後，自施設における“他患者の病理検体の混
入”に関わる事例の発生を未然に防止する対策を
検討する際には，これらの内容も参考にし，自
施設の現状と課題に対応することを期待したい．

“他患者の病理検体の混入”に関わる
事例発生の未然防止と今後の展望

　本稿では，「なぜ，“他患者の病理検体の混
入”に関わる事例の発生を未然に防止できなかっ
たのか？」という疑問に焦点を当てて，事例の
発生要因の“見える化”から，事例発生を未然に

防止する対策について検討した．
　自施設では，これまで類似事例は発生してい
ないかもしれないが，事例の発生要因が“見える
化”されていないこと，適切なマニュアル・ルー
ルの整備が実施されていないこと，マニュア
ル・ルールが遵守されていないこと，および多
職種間の情報共有などが実施されないことなど
により，“他患者の病理検体の混入”に関わる事
例の発生を未然防止できずに，患者への重大な
影響が発生する可能性を指摘したい．患者・家
族への影響だけでなく，関与した職員への影響
も考慮して，事例の発生要因になる可能性を未
然に防止することは，喫緊の課題である．
　“他患者の病理検体の混入”に関わる事例の発
生を未然防止するためには，検体の病理検査に
関しては，検体採取の準備から病理診断に至る
までの業務プロセスを検討すること４），これら
のプロセスに多職種が関与すること，および検
体に関しては“場の移動”があること５）なども考
慮すべき課題と考えられる．
　“他患者の病理検体の混入”に関わる事例発生
の未然防止対策の検討の例として，本報告書，
および事例検索３）にて検索された，さまざまな
事例の記載内容を参考にして，「“他患者の病理
検体の混入”に関わる事例発生の未然防止の可能
性の“見える化”（例）」を作成した（図２）．
　ここでは生検などを実施する場所（内視鏡検

　図２ “他患者の病理検体の混入”に関わる事例発生の未然防止の可能性の“見える化”（例）

（日本医療機能評価機構 医療事故情報収集等事業 第65回報告書，および事例検索にて検索された事例の
記載内容を参考に作成）
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査室，手術室など）における「検査準備」「検
体採取」と，病理部門における「病理診断」の
プロセスで，“他患者の病理検体の混入”に関わ
る事例発生の未然防止の可能性を検討してい
る．これらのプロセスにおいて,「もしも，〇〇
していたら？」と想定し，ヒューマンファクタ
ーだけでなく，システム要因・環境要因などの
関連性を踏まえて，事例発生の未然防止の可能
性を検討することを提案したい．
　自施設における「“他患者の病理検体の混入”
に関わる事例発生のプロセスと発生要因の“見え
る化”」では，どのような課題が見えてくるだろ
うか．どのような発生要因が関連して事例発生
を回避できていないのか，ということを具体的
に検討すると，「なぜ，複数のプロフェッショ
ナルが関与しているにもかかわらず，“他患者の
病理検体の混入”に関わる事例発生を未然防止で
きなかったのか？」ということの原因が明らか
になる可能性がある．
　こうした疑問については，事例発生後に判明
する前に，医療者が自ら問いかけ，多職種で，
さまざまな視点からリスクアセスメントを実施
することで，根本原因の究明と事例発生の未然
防止対策を策定・実施することが求められる．
　自施設の現状評価の結果を踏まえて，オリジ
ナルの「“他患者の病理検体の混入”に関わる事
例発生のプロセスと発生要因の“見える化”」の
作成を検討することを提案したい．

　“他患者の病理検体の混入”に関わる事例発生
の未然防止における今後の展望としては，自施
設における事例発生の未然防止対策の現状評価
が欠かせない．具体的な事例に関する情報共有
と多職種の連携で事例の発生を未然防止できる
可能性に気づき，多職種の連携を促す職員教育
の実施が望まれる．“他患者の病理検体の混入”
を職員個々のヒューマンファクターとしてとら
えるだけでなく，関与する多職種が，プロフェ
ッショナルとしての個人の責任の自覚はもちろ
んのこと，リスクの発生を回避するための“チー
ム力”を発揮することが期待される．
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地域医療・公衆衛⽣ねっと
地域医療振興協会では公益事業の⼀環として，地域医療と公衆衛⽣従事者
の交流を促進し，両分野の連携を深めるためのメール配信サービス「地域医
療・公衆衛⽣ねっと」を運⽤しています．

地域医療・公衆衛⽣ねっと事務局
公益社団法⼈地域医療振興協会 地域医療研究所 ヘルスプロモーション研究センター
〒102-0093 東京都千代⽥区平河町2-6-3 都道府県会館15階
TEL 03-5212-9152 E-Mail  health-promotion@jadecom.jp

【メールで届く情報】
 国内の官公庁，研究機関、

学会等が公表する統計資料
や新着情報等

新型コロナウィルス
関連の情報も
⼊⼿できます︕

登録はコチラ
→

health-promotion@jadecom.jp 

1 国内外の最新情報の⼊⼿と発信
2 会員相互の情報・意⾒交換、交流
3 ⽇常業務や研究に関する相互⽀援
4 好事例や教材の共有
5 研修会や学会等に関する情報交換

★ こんなことができます★

地域医療・公衆衛⽣に関⼼がある皆様のご登録をお待ちしています︕

 WHOなどの国際機関や
海外の健康情報 など

皆様からの積極的な投稿・情報発信も⼤歓迎︕︕
仲間づくり，意⾒交換の場としてぜひご活⽤ください

地域医療と公衆衛⽣をつなぐネットワーク

https://www.jadecom.jp/overview/koshu_eisei.html/ 

登録料・年会費 無料︕
登録数約1600⼈
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中国ブロック支部 
中国ブロック福祉と医療を語る会 

第５回 研修会報告
広島逓信病院 地域連携・医療福祉相談室　村田 朱

Ⅰ．はじめに
　「中国ブロック福祉と医療を語る会」は，医療，
福祉，介護，保健などさまざまな分野からの参
加者が本音で語り合うことをコンセプトに毎年
研修会を開催しています．2022 年２月 12 日（土）
に公益社団法人地域医療振興協会中国ブロック
支部と中国ブロック福祉と医療を語る会の主催
で第５回研修会を開催いたしましたのでご報告
いたします．

　今回のテーマは，「あらためて問う．自己決定」
です．事前打ち合わせ会議で医療・福祉・介護
の現場で患者様に必要なタイミングで自己決定
を促すとき，きちんとその人が求めている自己
決定に向き合えているのか悩みながら現場で関
わっていることも少なくないのではないか，ま
た物事を決めるひとつの要因として「お金」が
あり，「お金」のことを知ることも大切なので
はないかという問題意識が浮かび上がりまし
た．その中で今回は「お金」という切り口から
自己決定を考えられたらということで，語る会
のスタッフであるファイナンシャルプランナー

の髙橋佳良子氏から講演していただくことにな
りました．まだコロナ渦であり，昨年度に引き
続き Zoom を利用したオンラインで開催しまし
て，24 名に参加していただきました．今年も地
域医療振興協会本部から機材提供を，西日本事
務局からは，パンフレット作製や受付業務，現
場の設営など多大な支援を受けました．厚く御
礼を申し上げます．

Ⅱ．研修内容
　会代表の竹内啓祐氏（小坂内科医院）より開会
の挨拶の後，総合司会は木下健一氏（坂町地域
包括支援センター）と丸山法子氏（リエゾン地域
福祉研究所）に務めていただき，ふたりの息の
あった司会により会の趣旨，進行について説明
があり研修会が始まりました．「あらためて問
う．自己決定」と題して株式会社ライフアンド
マネークリニック 三世代充実生活研究所 所長 
髙橋佳良子氏に講演いただきました．
　講演の前半はお金についての内容でした．介
護費用は「いくらかかるか」ではなく，「いくらか
けられるか」で進めなければ家計が破産してし

報　告

開会挨拶 竹内啓祐氏 講師 髙橋佳良子氏総合司会 丸山法子氏（左）
             木下健一氏（右）
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まうこと，最後まで豊かに暮らすためのお金の
段取りについて把握する必要があること，「暮ら
し」・「健康」・「お金」３つのバランスが取れてい
ないと生活の質が保てないこと等，終活セミ
ナーでも話されていることを中心に解説されま
した．
　後半は，髙橋氏のお客様の相談ケースやご自
身とお母様が病気を経験されたケースを通し
て，自己決定について考える内容でした．お客
様のケースでは，治療方針は医師に従うしかな
いと患者様が思い込んでいたが髙橋氏の助言に
より患者様が先生に相談ができた事例，ご自身
とお母様が病気を経験されたケースでは，き
ちんと先生とコミュニケーションがとれて自己
決定をすることができた事例でした．それぞれ
のケースを通じて，医療・福祉側は，どう患者
や利用者に自己決定を促せるのか，また患者・
利用者側はどう自分にとって最適な自己決定を
行うことができるか，考えて行動することが大
切だと解説されました．
　講演後，４～５人に分かれてグループワーク
を行いました．内容は講演の内容をふまえて「不
安や迷いの中にいる患者様とその家族が納得の
いく形で意思決定できるように支えていること
ができるのか？」をテーマに話し合いました．
さまざまな職種や立場の方が意見交換できるよ
うに事前にグループ分けは決めて，ブレイクア
ウトルーム機能を使用しました．30分の設定で
したが，どのグループも時間が足りないぐらい

活発に意見交換され，それぞれ普段の仕事を振
り返るきっかけになり大変有意義だったと思い
ます．
　最後に話題提供として，村田 朱（広島逓信病
院 地域連携・医療福祉相談室）より，患者を経
験して感じたことをお話しいたしました．　

Ⅲ．アンケート結果　　
　今回研修に参加してみて「とても役にたった」
80％，「役にたった」20％と回答いただき，とて
も満足度の高い研修になったと思われます．
　自由記述には「お金について今まで研修など
に参加したことがなかったのでいい機会になり
ました」「専門職の方のお話が聞けて勉強になり
ました．今から，自分たち夫婦のマネープラン
の見直しをします」「金の話はこれまで聞いては
いけない雰囲気を感じていましたが，今後はで
きるだけの範囲で聞いてから寄り添った支援を
考えたいと思いました」と好評をいただきまし
た．

Ⅳ．さいごに　
　「お金」という新しい切り口から自己決定を考
えるテーマでしたが，お金も医療も福祉もき
ちんと情報を得たうえで「自己決定」することが
大切なのだと痛感した研修でした．これからも
参加してよかったと思える研修を企画していき
たいと思います．
　最後に長年この会をご支援いただいている公
益社団法人地域医療振興協会ならびに今回お世
話になった中国ブロック支部，さらに今回事務
を担当していただいた西日本事務局にお礼申し
上げますと共に，今後ともよろしくお願いいた
します．

患者体験を語る筆者



月刊地域医学　Vol.36 No.6　2022506（62）
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.e-Learning

JADECOM生涯教育 e-Learning 紹介

　前回（気胸）に引き続き，自治医科大学附属さいた
ま医療センター センター長の遠藤俊輔先生から，喀
血と縦隔気腫・縦隔炎について解説していただきま
す．
　実臨床で遭遇する問題に喀血があります．吐血に
比べて喀血は激烈で，致死率の高い疾患です．消化
管からの出血は胃酸が混じるため黒ずんでいますが，
一般的に喀血は鮮血です．肺からの出血ではサーファ
クタントが混入するため泡状となります．喀血の多
くは体動脈（気管支動脈，肋間動脈，内胸動脈など）
からの出血で，まれに肺動脈性の出血〔結核による肺
空洞内の仮性動脈瘤（Rasmussen’s aneurysm）の破
綻〕があります．
　喀血の特徴は，出血が止まりにくく，呼吸不全を
招くという点です．吸気時は肺内が陰圧となるため
出血が助長され，呼気時は気管へ血液が押し出され，
次の吸気時は気管内の血液が健側の肺内に流れ込ん
でしまうので呼吸不全が引き起こされます．治療は，
まず患側を下に側臥位として安静を保つことが重要
です．必要に応じて鎮咳剤投与，分離肺換気を行い
ます．出血部位が特定できればEWSというシリコン
の塞栓子を用いて気管支塞栓術を施行します．気管
支をシリコンプラグでふさぐことで，出血部は徐々
に陽圧となり自ずと止血されます（図１）．
　縦隔は，肺，食道，心臓などの臓器の隙間に存在

する組織です．臓器が縦方向に走行しているため縦
隔は縦のスリットとなります．漿膜がなく，呼吸に
より縦隔内圧が変動します．
　縦隔気腫は頸の周囲の皮下にガスが存在する病態
です．気管支血管側の周囲に空気が漏れ，呼吸の体
動により縦隔内圧が変動し，気管支から肺門へ，肺
門から頸部へと空気が移動すると考えられています

（Macklin説）．特発性縦隔気腫はやせ型の若年男性に
起きることが多く，ほとんどが自然に治癒します．
臨床で多いのは人工呼吸管理，ステロイドパルス療
法による続発性縦隔気腫です．
　縦隔炎には食道破裂後と降下性の２つがあります．
ここでは降下性縦隔炎について解説します．1936年に
フランスのLemierreが頸部膿瘍から胸部感染症を引
き起こした20例を報告したのが最初です．当時は致
死率90％でしたが，現在はCTによる画像診断，早期
発見により致死率は５％まで抑えられています．扁
桃周囲炎や齲歯を発端として，好気性・嫌気性細菌
による感染が縦隔に及び，混合感染のため抗生物質
単剤ではコントールできず，的確なドレナージが必
要です（図２）．縦隔上部へ感染が到達すると，呼吸
による縦隔内圧の変動と重力により感染巣が縦隔下
部へと拡大します．縦隔の浮腫所見，あるいはガス
の産生所見があれば早急に専門医に紹介することが
重要です．

遠藤俊輔先生の
「日常診療に役立つ呼吸器外科疾患　後編」

（５月１日配信）

＊遠藤先生のレクチャーの詳細は，５月１日配信のJADECOM生涯教育e-Learningをぜひご覧ください．

図１　EWS塞栓子を用いた気管支塞栓療法
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図２　縦隔炎の発症機序
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直島町立診療所 所長

池上雄亮

青
い
空
,

 

白
い
雲
,

　
　
　
今
日
も
診
療
日
和
．

はじめまして，池上雄亮です．この４月から直島という瀬戸内

海にある島に赴任することになりました．さまざまなご縁があ

り離島交換日記を１年間担当させていただくことになりました．

どうぞよろしくお願いいたします．

直島の紹介をする前に，まず私の自己紹介をさせていただき

たいと思います．私は奈良県の高校卒業後，自治医科大学に入学

しました．学生生活を謳歌しましたが，今の学生さんたちは，制

限のある学生生活を送り，大変な状況であると思います．「日常」

という何気ない時間の重要性を再認識させられます．

大学卒業後は地元の奈良県に戻り，研修医として２年間研鑽

を積みました．医師３年目の時に大学の同級生で香川県出身の

春香さん(旧姓:木村)と結婚をしました．結婚を契機に奈良県で

妻と一緒に働き始め，医師７年目の時に香川県に転勤になりま

した．医師９年目となる今年度から，直島にある診療所に赴任す

ることになりました．直島の診療所は有床診療所で，医師は２名

体制です．私と同じく自治医科大学卒業の森田峻史先生が，今年

度から赴任されています．私の妻は２人目の子を妊娠中である

ため，直島には単身での赴任になりました．今年で４歳になる娘

と遊べないのは寂しいです．しかし，これまでとは異なる環境や

文化のある直島で，楽しい生活が始まりそうだとワクワクして

います．

直島は，現代アートの聖地として，世界的に有名な島です．瀬

戸内の多島美を背景に草間彌生さんの「赤かぼちゃ」や「南瓜」の

作品を見たことがある方も多いのではないかと思います(ちな

みに「南瓜」は昨年度の台風で，海に流され，地元では大きな

ニュースとなっていました)．世界的な建築家でもある安藤忠雄

氏が設計をした地中美術館も有名です．家プロジェクトという

古民家を利活用したアート作品も，参加型作品として楽しむこ

とができます．

今年は瀬戸内国際芸術祭が開催される年となっています．３

年に１度開催される芸術祭では，直島以外にも高松市や瀬戸内

海に浮かぶ島々で，さまざまな作品が展示され，イベントも開催

されます．コロナ禍となる前は，多くの外国人も瀬戸内国際芸術

祭に参加するために，瀬戸内の島々を訪れていました．この時期

は島々の人の流れは大きく変わり，島の様子も変わります．今年

はコロナ禍での開催となり，外国人の方々がどの程度島に来ら

れるかは分かりません．私は語学に自信がありませんが，歴代の
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FROM　直島（香川県）

奄美大島

直島
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先生が残された英語の案内文や疾患の

説明書などを頼りに診療をしていこう

と思います．

最後に，直島という名前の由来につい

て，町民の方と話す機会がありました．

「保元の乱の際に，讃岐に流された崇徳

上皇が，この島に３年間滞在された時

に，島民の純真さ，真っ直ぐなところに

心を打たれて，この島を『直島』と改称

した」という言い伝えが島にはあると

いう話を聞いて，島の名前にも由来が

あることに感銘を受けました．島の人

たちの人柄を表した「直島」という島で，

働けることに感謝し，私自身も純真な

気持ちで真っ直ぐ島民に向き合いたい

です．医療にできることは限られてはい

ますが，さまざまな垣根を越えて島の活

性化に貢献していきたいと思います．

青い空，白い雲，今日も診療日和です．

草間彌生「赤かぼちゃ」２００６年 直島・宮浦港緑地
フェリーが直島の港に着くと，「赤かぼちゃ」がお出迎えしてくれます．

診療所の桜は，今年も綺麗に咲き誇りました．

島の至るところで見かける瀬戸内国際芸術祭　
の看板．瀬戸内国際芸術祭2022は春期，夏期，　
秋期に分けて開催されています．

プロフィール：池上雄亮（いけがみ ゆうすけ）
京都府生まれ．兵庫県＆奈良県育ち．2014年，自治医科大学卒業．家庭
医療専門医・指導医(ポートフォリオ優秀賞)．香川大学地域マネジメン
ト研究科(経営修士課程)でMBA取得．趣味は海外旅行．家族で公園にい
き，手作り弁当を食べるのが一番の息抜き．



 特定ケア看護師の挑戦

練馬光が丘病院　宿谷謙太

総合診療科特定ケア看護師として

はじめに

皆様，はじめまして．私は練馬光が丘病院に
勤務している特定ケア看護師５期生の宿谷謙太
と申します．練馬光が丘病院では現在特定ケア
看護師が４名在籍しております．総合診療科に
３名，心臓血管外科に１名在籍しており，私は
総合診療科に在籍させていただいております．
そのほかに診療看護師が２名在籍しており，分
け隔てることなく診療部門で一緒に活動をさせ
ていただいております．

現在の特定ケア看護師としての活動

現在は総合診療科に所属し，病棟管理を主体
とした診療活動をさせていただいております．
主に診療する疾患としては肺炎や尿路感染症，
糖尿病，脳梗塞，心不全などcommonな疾患です．
高齢者診療が主体となる中で，練馬光が丘病院
の特徴である退院先の調整にも力を入れており
ます．介護度が高く，自宅での療養が困難と考
えられる患者様に対して，単に退院後に施設に
入ることや療養型病院で過ごすことを最初の目
標にするのではなく，自宅に帰りたいという患
者様が，自宅に帰る選択をできるように福祉
サービスなどの調整を行うこと，その先に必要
な医療や看護は何かを考え地域とつなぐことを
行っております．その際には家族の理解も得な
ければなりません．自宅で看ることへの不安や
懸念事項を少しでも解消できるように，主介護
者を含めた家族へのインフォームド・コンセン
トを行い，在宅で過ごすことに必要なサービス

の相談なども行います．患者様とその家族が「家
に帰れてよかった」と思えるように介入するた
めには，私たち特定ケア看護師の役割は大きい
と考えます．患者様の病状を診ることと，看る
ことができるからこそ，本当に在宅に帰せるの
か，また帰すためには必要な社会資源や医療は
何かを考え提供することができるからです．
退院調整以外にも高齢者診療で得意とする分

野として，フレイル対策やサルコペニア対応が
あります．患者様が要介護状態にならないため
に入院中に調整できることはないか，リハビリ
などの介入で介護予防できないかなどを考え対
応させていただいています．サルコペニアに
至った患者様に対しては，そのサルコペニアに
至った原因を解消できるように必要な検査を
行ったり，栄養摂取量の調整を主に行っており
ます．サルコペニアから壊死組織を伴う褥瘡の
発生といったパターンも多く，栄養管理＋褥瘡
管理といったことも行います．サルコペニアが
少しでも解消し，患者様が元気になっていく様
子や褥瘡が良好になる経過などをみることが，
とてもやりがいを感じる瞬間です．
他の活動といたしましては，入院依頼の対応

や他科からのPICC挿入の依頼や病棟で困ってい
ること，主に点滴のルートが取れない，採血が
難しい，患者様の様子が普段と違うのだけれど
見てほしいといった相談を受けることが多く，
その対応を行っております．病棟看護師への負
担を少しでも軽減できるようにフットワークを
軽く活動することを目標としております．
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これからの活動と期待，展望

私が特定ケア看護師を目指したきっかけは，
看護師として青森県六ヶ所村に支援に行き，そ
こで診療看護師や特定ケア看護師の方の活躍を
目の当たりにしたことです．へき地での地域医
療で診療と看護の両方の必要性を感じ，またそ
こで出会った松岡史彦先生の勧めもあり特定ケ
ア看護師を目指すきっかけとなりました．地域
医療においては診療看護師や特定ケア看護師の
ニーズがあると感じております．看護師として
積み重ねてきた視点や，慢性疾患の管理など看
護師だから得意とする分野が，臨床推論を用い
て診ると看るが合わさった際にさらに発揮でき
ると思います．医師からのタスクシェア，タス
クシフトを行い，診療の時間短縮や医療の質の
確保につながることを目標として考えており，
その効果を発揮できる場として医師の少ない地
域，へき地での医療を今後の活動の場としたい
と考えております．
今年の３月で卒後臨床研修も終了し，今後は

自施設の総合診療科で基本的な診療のみならず
患者様に寄り添った診療を学び，それを自分の
武器としてへき地での地域医療に貢献したいと
考えております．また，都市部とへき地の医療
の共有も一つのテーマとして考えています．都
市部で学んだ知識をへき地でも共有し，看護師
の学習の機会につなげること，またどこの地域

でも看護師がスタンダードな医療について共通
認識を持つことを目標として活動していきたい
です．そのためには私たちの職種に対する周囲
の理解も必要と考えます．医師，看護師のみな
らず，コメディカルの方たちにも相談しやすい
雰囲気づくりや，フットワークを軽く対応でき
る能力が必要であると考えております．周囲の
認識として「いったんこの人に相談してみよう」
「同じ診療のチームの特定ケア看護師なら相談
しやすいし，すぐ対応してくれる」といった認
識を持っていただけることが，今後も活動して
いく上で私たちの必須条件と思います．医学的
知識も必要ですが，さらに信頼を得て活動して
いきたいと思います．
最後に今後の私の展望として，先述したよう

に地域医療への参加が大きな目標ではあります
が，現在所属させていただいている練馬光が丘
病院は本年の10月に新病院となります．新病院
開設にあたり，最初はシステムや環境の変化に
戸惑うことがあると思います．その中でも地域
の方々の健康維持，増進に関われるように介入
していきたいと思います．都市部の地域医療に
触れて学びを深め，日本全国「いつでも，どこ
でも，だれにでも」医療を届けられる存在にな
りたいと思います．地域によって特色は異なり
ますが，そこに対応できる柔軟性を持ち活躍し
ていきたいです．

総合診療科で働く筆者 Alexaを使ってチームカンファレンスを実施

 特定ケア看護師の挑戦
総合診療科特定ケア看護師として
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東京北医療センター所属S4の橋本萌です．前回の研修医日記を

担当してからもう１年半ほど経ちました．こうして再度執筆する機

会をいただけましたが，他の先生方のようにうまく書けませんので

S3からのローテートを振り返ってみたいと思います．

S3では整形外科・皮膚科の研修をそれぞれ日光市民病院で２ヵ

月，東京北医療センターで１ヵ月行いました．揖斐郡北西部地域医

療センターでの研修の際に整形外科と皮膚科の知識や経験が地域

医療において求められることを痛感しての選択でした．両科とも外

来の見学をメインに実に多彩な症例を経験でき，この時のメモ帳は

私の財産です．

７月からは１年半ぶりに３ヵ月だけ基幹病院である東京北医療

センターに戻ってきました．新型コロナウイルス感染症第５波でデ

ルタ株が猛威を振るっていた時期でした．重症の高齢女性の症例で

は，自らも感染した家族の罪悪感やすがる思いを感じながら無力感

に苛まれ，コロナを憎らしく思いました．同時に自分がコロナ診療

の最前線にいることを肌で感じました．また他の専攻医よりだいぶ

遅れて主当直に昇格することができました．場のマネージメント力，

決断力が求められる中でよく最悪の事態が起こらなかったと安堵

しています．あまり実感はないもののS1時よりだいぶ成長してい

ると方々よりお声をいただき嬉しく思いました．

そして昨年10月から青森県下北郡にある東通村診療所で研修を

しています．素敵なヒバの香りのする木造住宅は虫との壮絶な戦い

の場でもありました．揖斐での研修時は死骸すらどうすることもで

きなかったカメムシをはじめ，べんじょこおろぎやゲジゲジ，ネズ

ミにもなんとか対処できるようになりました．前回車の運転ができ

るようになったことをここ10年で一番の成長と評した気がします

が，ここ20年で一番の成長だと自負しています．

地域医療型後期研修地域医療型後期研修
研修医日記研修医日記

プロフィール

2022.4.272022.4.27

研修振り返り　Part2研修振り返り　Part2

2017年3月 　杏林大学医学部医学科卒業

2017年4月～ 2019年3月　 

　　　　　　上尾中央総合病院 初期臨床研修

2019年4月〜 地域医療のススメ 総合診療科専攻

地域医療のススメ 橋本 萌橋本 萌
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東通村診療所は常勤医師２名，19床

の有床診療所で，老健と保健福祉セン

ターが併設された複合施設の中にあり

ます．外来診療をメインに，入院も積極

的に受け入れながら訪問診療も多く

行っています．近隣には車で30分ほどに

ある総合病院があり，ほかは車で３時間

かかるという医療過疎の地域です．必然

と診療所で行う域を超えるような治療も

行うことがあります（間質性肺炎の急性増悪のステロイドパルスなど）．地域の事情を考慮し

ながら診療所でできる範囲での治療を選択する必要もあり，東京北とは違う診療の難しさを

感じています．当初は下北弁がとにかくわからず困り果てていましたが，少しずつ聞き取れる

ようになりました．初期研修医が頻繁に研修にやってくるので，外部からの医師をスタッフの

方々も患者さん方も温かく迎えてくれる雰囲気があり助かっています．また12月までは

JADECOM外の総診専攻医S3（当時）の先生が長期で研修に来ていて，心エコーと筋膜リリー

スを指南していただきました．JADECOM外の先生と関わることがまずないので刺激になり

ましたし，見習いたいことも多かったです．

現在東通村診療所での１年間の研修が折り返しを迎えました．焦りだけが募って身体がつ

いていかず相変わらず医師としての自分に価値を見出せていませんが，それでもよくしてい

ただける先生方やコメディカルの方々には感謝しかありません．地域医療のススメで研修で

きてよかったと心から思っています．予定通りに修了できるかも怪しくなってきましたが，家

庭と両立してやりがいをもった働き方ができ

るよう模索しながら，どうにかやっていきたい

と考えています．

研修医日記
研修振り返り　Part2

秋の津軽海峡の海．カラーでないのが残念ですが感動するくらい美しか

ったです．

東通村に春が来ました．東京ではあまり見られないミズバショウ．
診療所のすぐ裏の森では四季を感じられます．
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自治医科大学入学式が挙行されました・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　４月８日（金），地域医療情報研修センター大講堂において，令和４年度自治医科大学入学式が執り
行われました．開催にあたっては，新型コロナウイルスによる感染拡大防止を図るため，学内者のみ
による開催となりました．
　式では，永井良三学長の式辞，大石利雄理事長の挨拶に続き，金子恭之総務大臣，福田富一栃木県
知事，稲野秀孝栃木県医師会長，小熊豊全国自治体病院協議会会長，朝野春美栃木県看護協会会長か
らの祝電を披露いたしました．
　今年度は，医学部123名（第51期生），看護学部105名（第21期生）が入学し，医学部を代表して，埼玉
県出身の山﨑幹太君から，看護学部を代表して，齋藤柚子さんからそれぞれ誓いの言葉が読み上げら
れ，式は滞りなく終了いたしました．

第116回医師国家試験の結果について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　去る２月５日（土）～６日（日）の２日間にわたり実施された第116回医師国家試験に，本学からは125
名が受験し，３月16日（水）に合格者の発表がありました．
　その結果は，125名全員が合格（合格率100.0％）し，10年連続全国第１位の成績を収めました．
　合格した125名は，４月よりそれぞれの出身都道府県において，地域医療に従事することとなります．

第116回医師国家試験合格率順位上位校
順位 学　校　名 合格率（％）

１ 自治医科大学 １００．０

２ 筑波大学医学群 ９９．３

３ 横浜市立大学医学部 ９８．７

４ 東京慈恵会医科大学 ９７．４

５ 東京医科歯科大学医学部 ９７．３

６ 近畿大学医学部 ９７．０

７ 浜松医科大学 ９６．８

７ 東北医科薬科大学医学部 ９６．８

９ 秋田大学医学部 ９６．７

10 東北大学医学部 ９６．６

10 大阪市立大学医学部 ９６．６

2 0 2 2 . 6
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医学部卒業生３名が第15回「地域医療貢献奨励賞」を受賞しました・・・・・・・・・・・・・・・
　この度，医学部卒業生の今 明秀先生（青森県・６期），植草義史先生（茨城県・３期），中川潤一先
生（神奈川県・５期）の３名が第15回「地域医療貢献奨励賞」を受賞しました．
　「地域医療貢献奨励賞」は，一般財団法人住友生命福祉文化財団が，地域における医療の確保と向上
および住民の健康福祉の増進に寄与・貢献している医師を表彰し，今後の一層の活躍を期待するため
平成19年に創設したものであり，本学は当初から後援者として関わっております．
　令和３年12月３日に選考委員会（選考委員長：永井良三学長）が開催され，各都道府県から推薦され
た28名の中から６名の受賞者が決定し，その中の３名が本学卒業医師という大変慶ばしい結果となり
ました．３月５日開催の表彰式では，本学から永井学長，志田文毅事務局長，髙本和彦医学部審議監

（兼）卒後指導部長の出席のもと，同財団から各受賞者に表彰状，表彰楯，副賞金一封が授与され，功
績を顕彰いたしました．なお，今回の表彰式は会場参加とオンライン参加を併用した形式で実施しま
した．
　この度の栄誉は，本学にとりましても非常に意義深く名誉なことであり，受賞者の長年の地域医療
への貢献の賜物と敬意を表する次第です．
　受賞された先生方の益々のご活躍を祈念申し上げます．
　※役職は令和４年３月のものです．
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『月刊地域医学』を年間定期購読しませんか！
『月刊地域医学』は，公益社団法人地域医療振興協会の会員の方に無
料で配布させていただいておりますが，会員以外の皆さんに販売でき
るようになりました．地域医療に興味をお持ちの皆さん，『月刊地域医
学』を年間定期購読しませんか？
年間定期購読をご希望の方は，地域医療振興協会ホームページ（URL
　https://www.jadecom.or.jp/library/magazine/）にアクセス
いただき申し込み用紙をダウンロードの上，FAXまたはメールにて下
記までお申込みください．

■

定価：（本体600円+税）×12ヵ月（送料は当協会が負担します）
申し込み先： 〒102-0093

　　　　東京都千代田区平河町2-6-3　都道府県会館15階
　　　　公益社団法人地域医療振興協会　地域医療研究所事務部
　　　　TEL 03-5212-9152　　FAX 03-5211-0515
　　　　E-mail  chiiki-igaku@jadecom.jp
　　　　URL　https://www.jadecom.or.jp/library/magazine/
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月刊地域医学　Vol.36 No.6　2022518（74）

　公益社団法人地域医療振興協会では2022年６月25日（土），６月26日（日）の両日，第15回へき地・地域医療学会
を下記のとおり開催します．
　前回の第14回大会より，地域医療振興協会地方支部が主幹となり大会の企画・運営にて開催しており，初回は
九州・沖縄地方支部が担当しました．
　第15回大会は，「繋がる記憶，広がる学び　～震災・コロナを越えて～」をテーマに開催いたします．地方支部
運営での２回目の開催となる今大会は，北海道・東北地方支部が担当します．招聘講演には公益財団法人 結核
予防会 代表理事 尾身 茂先生をお招きし，ご講演いただきます．メインシンポジウムでは東日本大震災，新型
コロナウイルスパンデミックに，どんな状況にも柔軟に対応してきた４名のシンポジストから，総合医の力と
プロフェッショナリズムを学びます．また，地域医療を担う方々の，学びに繋がる実行委員企画のプログラムも
多数予定しています．
　一般演題，髙久賞動画，北海道・東北地方の魅力を伝える写真コンテスト・ショートムービーコンテストの募
集ならびに学会参加登録の受付を開始します．ふるってのご応募，学会へのご参加をお待ちしております．
　学会の詳細は特設ホームページ（https://www.jadecom.or.jp/hekichi2022/）にて発信していますので，ぜひご
覧ください．

開 催 日 程 ： 2022年６月25日（土），26日（日）
開 催 方 法 ：会場（海運ビル：東京都千代田区平河町）とオンラインのハイブリッド形式
参 加 費 ： 無料
対 　 　 象：会員，医師，専攻医，臨床研修医，医学生，地域医療に関心のある方
開催テーマ： 「繋がる記憶，広がる学び ～震災・コロナを越えて～」

大会長・実行委員長
　　　　　　大会長　川原田 恒先生（東通地域医療センター 管理者）
　　　　　　実行委員長　髙橋 潤先生（公立置賜総合病院 総合診療科 診療部長）

プログラム（時間は現時点での予定であり，変更する場合があります）

６月25日（土）
12：00 ～ 13：20　・一般演題

・医学生セッション「Meet the Experts ～離島から海外まで・ゆりかごから墓場まで」
・地域医療に貢献できる遠隔医療とは

13：30 ～ 15：00　・髙久賞(最優秀へき地医療功労者賞)候補演題発表
15：10 ～ 15：30　・理事長講演　理事長 吉新通康 先生
15：30 ～ 16：10　・大会長講演　大会長 川原田 恒 先生
16：20 ～ 17：40　・シンポジウム「今，地域医療学を考える」

・救急領域におけるPOCUSを学ぼう
・医師から発信するワークライフバランス向上への取り組み

18：00 ～ 19：30　・表彰式・交流会
19：00 ～ 21：00　・地域医療と専門医制度～現状と若手医師の本音～

６月26日（日）
９：00 ～ 10：00　 ・シンポジウム「地域医療を担う“人”をいかに育成するか～先人達の実践から～」

・ JADECOM-PBRN発足からの振り返りと今後の展望;Quality Improvementを中心に
・地域で役立つ！病状説明のハートとスキル

公益社団法人地域医療振興協会主催
第15回 へき地 ・ 地域医療学会 開催のお知らせ

学会会告
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10：10 ～ 11：30 　・メインシンポジウム　「繋がる記憶，広がる学び～震災・コロナを越えて～」
シンポジスト(講演順)　

吉田 徹 先生 　(岩手県立中部病院 病院長)
鈴木孝徳 先生  (南房総市立富山国保病院 病院長)
日下勝博 先生  (社会医療法人関愛会　江別訪問診療所 所長)
岡崎仁昭 先生  (自治医科大学　医学教育センター センター長)

11：30 ～ 12：30　・招聘講演　「新型コロナ  これまでとこれから」　
尾身 茂 先生　（公益財団法人 結核予防会 代表理事）

６月25日・26日　オンデマンド配信（オンライン大会サイト）
・医療現場におけるweb会議システムの安心な活用法とは
・東日本大震災から11年～震災を越えて～
・＃北海道・東北展（会場ホワイエでの展示も予定しています）

 #北海道・東北展－写真&ショートムービーコンテスト 募集

　第15回へき地・地域医療学会では，北海道・東北（青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県）にまつわ
る写真やショートムービーを募集します．
募集締切：2022年５月31日（火）
応募方法： 特設ホームページ（https://www.jadecom.or.jp/hekichi2022/)をご覧下さい．

●写真コンテスト
1. テーマ　北海道・東北にまつわる写真，かつ，へき地や地域の魅力を伝える写真
2. 賞 

（１）いいね最多取得賞　１点
賞金：３万円，　副賞：北海道・東北の名産品

（２）学生特別賞　１点　
賞金：１万円，　副賞：北海道・東北の名産品

（３）審査員特別賞　５点
賞金：１万円，　副賞：北海道・東北の名産品

●ショートムービーコンテスト
１．テーマ  見た人が北海道・東北に行ってみたいと思うショートムービー (1分程度)
２．賞　

JADECOM大賞（理事長賞）　１点　　
賞金：10万円，副賞：北海道・東北の美味とりそろえ県人会20名様分

●写真コンテスト&ショートムービーコンテスト　審査方法・結果発表　（共通）
１. 審査方法　学会大会サイト・現地会場からの参加者投票，ならびに審査員の投票によって決定
２. 結果発表・表彰式　６月25日（土）の18時からの表彰式にて受賞者を発表

問い合わせ
　公益社団法人地域医療振興協会 地域医療研究所事務部 へき地・地域医療学会担当
   TEL 03-5212-9152   FAX 03-5211-0515   Email  hekichi@jadecom.jp

学会参加申込み：下記，特設ホームページからお申し込みください．
学会申込み締切：６月10日（金）
特設ホームページURL：https://www.jadecom.or.jp/hekichi2022/
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〒102-0093　
東京都千代田区平河町2-6-3　都道府県会館15階
公益社団法人地域医療振興協会　｢月刊地域医学｣編集委員会事務局
TEL　03-5212-9152　　FAX　03-5211-0515
E-mail　chiiki-igaku@jadecom.jp

あて先

「月刊地域医学」では原著論文（研究），症例，活動報告等の
投稿論文を募集しています．

掲載されました論文の中から年間３編を選考し，
研究奨励賞として10万円を授与しています．

投稿論文募集

送付方法は「投稿要領」のページをご参照ください．

お知らせ
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　2022年６月15日（水）16:00 ～フレイル予防オンラインセミナーを開催します．テーマは「フレイル予
防の新たな地域展開を目指して」です．受講は無料です．

　近年，持続可能な高齢社会の実現に必要な力として，従来の自助，公助，互助・共助に加え，民間企業
の力「商助」への期待が高まっています．フレイル予防は通いの場を中心として全国的に取り組みがな
されているものの，担い手の不足や，新型コロナの感染拡大が続く中での活動の縮小や休止などの問題
があり，地域の多くの高齢者の利用に十分につながっていないのが現状です．
　そこで，本セミナーではフレイル予防に民間企業が主体的に参画している事例を紹介し，それぞれの
地域の実態に合わせてフレイル予防の新たな取り組みの展開や仕組みづくりを考える機会とすること
を目的とします．
　皆さまのご参加をお待ちしています（事前申し込み）．

開催日時：2022年６月15日（水）16:00 ～
開催方法：Zoomによるオンライン開催
参 加 費：無料
申込方法：Web申し込み：https://forms.office.com/r/keyq1cREru
対　　象：地域医療振興協会職員，関連自治体と管轄保健所職員，地域医療振興協会会員，自治医科大

学卒業生など，フレイル予防に関心のある方ならどなたでも参加可
テ ー マ ：フレイル予防の新たな地域展開を目指して

プログラム：
座長　　地域医療振興協会 ヘルスプロモーション研究センター 中村正和　　　　　　　
　　　　　　　
16:00 ～ 16:10　話題提供（発表10分）
フレイル予防の現状と課題
　講師：地域医療振興協会 ヘルスプロモーション研究センター 川畑輝子

16:10 ～ 16:35　事例発表①（発表20分，質疑５分）
バス事業者として取り組むフレイル予防
　講師：神姫バス株式会社 地域事業本部地域事業推進課 主任 津村拓也氏ほか

16:35 ～ 17:00　事例発表②（発表20分，質疑５分）
スーパー事業者とコラボした「ショッピングリハビリ®」
　講師: ショッピングリハビリカンパニー株式会社 代表取締役 尾添純一氏ほか

17:00 ～ 17:25　事例発表③（発表20分，質疑５分）
タクシー事業者，地元商店，ボランティアなどの地域協働による買い物・外出支援
　講師：群馬県渋川市社会福祉協議会 生活支援課 課長 登坂将志氏ほか

17:25 ～ 17:40　総括
　地域医療振興協会 シニアアドバイザー 宇田英典

問い合わせ先  
　地域医療振興協会 ヘルスプロモーション研究センター 川畑輝子
　E-mail  terukoka@jadecom.jp 　　TEL  03-5212-9152

公益社団法人地域医療振興協会 地域医療研究所ヘルスプロモーション研究センター主催
フレイル予防オンラインセミナー

「フレイル予防の新たな地域展開を目指して」開催のお知らせ
セミナー
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　当財団では，自治医科大学との密接な連携のもとに，各種研修会（「中央研修会」および「現地研修
会」）を開催しています.　ぜひご参加ください．

公益財団法人 地域社会振興財団

令和４年度 中央研修会および現地研修会のご案内
研修会

中央研修会

　当研修会は，地域社会において保健・医療・福祉事業に携わる方々が，最新の医学知識と医療技術
を習得することにより，地域住民が安心して生活することができることを目的に開催しています．
　講師には，自治医科大学の教職員およびそれぞれの分野において活躍されている方々を招き，最新
の医療情報の講義や技術の向上を図るための演習等を実施しています．
　令和４年度は，以下の研修会を開催します．日程，内容，申込方法等詳細につきましては，当財団
ホームページ（https://www.zcssz.or.jp/）をご覧ください．

６月　診療放射線技師研修会，薬剤師研修会，栄養管理研修会，臨床検査技師研修会
８月　健康企画・評価研修会，保健活動研修会
９月　看護師特定行為研修修了者スキルアップ研修会，口腔ケア研修会
10月　健康学習研修会，リハビリテーション研修会，災害保健研修会
11月　スタッフ育成・管理担当者研修会

　　※新型コロナウイルス感染拡大状況により，中止またはオンラインで開催する場合があります．

現地研修会

　当研修会は，地方公共団体等が推進する健やかな長寿社会づくりに寄与することを目的に，地域住
民の方々や地域社会において，保健・医療・福祉事業に携わる方々を対象として，保健・医療・福祉
事業に関するテーマで，当該団体と当財団が共催の形をとり全国各地で開催しています．
　応募要件等詳細につきましては，当財団ホームページ（https://www.zcssz.or.jp/）をご覧くださ
い．

問い合わせ先

公益財団法人 地域社会振興財団 事務局研修課
〒329-0498　栃木県下野市薬師寺3311-160
TEL 0285-58-7436　FAX 0285-44-7839
E-mail fdc@jichi.ac.jp　URL https://www.zcssz.or.jp/　
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　福島県では，東日本大震災から10年が経過し，復興が本格化しており，特に震災・原発事故の影響が大きかっ
た12市町村では，住民の暮らしを守るための医師が求められています．移住・開業等に係る支援制度も充実して
いますので，同地域での開業・勤務に関心のある皆様からのご連絡をお待ちしております．

福島県沿岸地域での医院開業・勤務にご関心のある
医師の皆様へのご案内

募集

特に募集している診療科等 
内科， 腎臓内科， 整形外科， 眼科， 耳鼻咽喉科， 皮膚科， 小児科， 産婦人科

募集地域 
福島12市町村 

（田村市，南相馬市，川俣町，広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村，飯舘村）

各種支援制度
　国および福島県では，12市町村に移住し勤務医として働いていただける方，開業される方々向けにさまざま

な補助金や助成金，各種優遇策等をご用意しております．

例：警戒区域等医療施設再開（開設）支援事業，設備投資等支援補助金，産業復興雇用支援助成金，県税課
税免除，復興特区支援利子補給金，地域総合整備資金貸付制度など．

※該当地域で開業・勤務をご検討いただける方は，下記までお問い合わせください．疑問の内容に合わせて，窓
口等をご紹介いたします．

問い合わせ先 
復興庁原子力災害復興班（担当：黒田・塩田） 
TEL 03-6328-0242　E-mail asumi.shiota.c3t@cas.go.jp
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　富山県では公衆衛生医師を募集しています.
　富山県公衆衛生医師の業務は、県民の生命や健康を守るために, 保健, 医療に関する政策の立案・実行に加え,
感染症の予防や発生時の対応など多岐にわたります.　
　専門分野や保健所での勤務経験および知見の有無は問いません. 臨床現場などにおける経験を公衆衛生の分
野で活かしてみませんか. 熱意をもって業務を遂行していただける方を募集しています.　
　ご興味のある方は, お気軽にご連絡いただければ幸いです. 職場見学も歓迎いたします.　

配属先
　本庁、県内厚生センター（保健所）等
　募集科目・人数：公衆衛生医師　若干名
　所在地：富山県富山市新総曲輪１－７
　ホームページアドレス：https://www.pref.toyama.jp/1204/kurashi/kenkou/iryou/kousyuueiseiishi.html

問い合わせ・連絡先
　〒930-8501　富山県富山市新総曲輪１－７
　富山県庁医務課　担当：小川
　TEL　076-444-3218　　FAX　076-444-3495
　E-mail　yuki.ogawa@pref.toyama.lg.jp

富山県公衆衛生医師募集
募集

　埼玉県は人口比産婦人科医師数が日本一少ない県でありながら，人口密集地区の性質上，当センターでは多
数の症例を経験することができます．これから産婦人科専門医を取得したい方，後期研修したい方，研究したい
方，興味ある方，どなたでもお気軽にご連絡ください．腹腔鏡技術認定医，超音波専門医，周産期専門医，婦人科腫
瘍専門医等々サブスペシャルティ資格取得の指導や，学位の指導まで幅広く行います．
　まずは，お気軽にご連絡ください．

連絡先
　自治医科大学附属さいたま医療センター　産婦人科・周産期科
　　産婦人科科長　教授　桑田知之（宮城1996年卒）
　　　　　　　　　教授　今野 良（岩手1984年卒）
　TEL　048-647-2111　　E-mail　kuwata@jichi.ac.jp

自治医科大学附属さいたま医療センター
産婦人科 研修·入局のご案内

研修･入局
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　公益社団法人地域医療振興協会へ入会を希望される方は，協会ホームページより入会申込書をプリントアウト
いただくか，下記担当へお問い合わせください．　

問い合わせ先	 〒 102-0093	　東京都千代田区平河町 2-6-4　海運ビル４階
	 公益社団法人地域医療振興協会	事務局総務部
	 TEL　03-5210-2921　　FAX　03-5210-2924
	 E-mail　info@jadecom.or.jp　　URL　https://www.jadecom.or.jp/

地域医療振興協会 入会のご案内
事務局

　地域医療振興協会生涯教育センターでは，2017年度から協会会員向けの生涯教育e‐Learningを開始しています．
自治医科大学で行われている教育・研究・最新治療の内容を解りやすくお伝えし生涯教育の材料にしていただく
とともに，自治医科大学の現状をより深く知っていただくことも目的にしています．
　自治医科大学の教職員や学生の方々からは大変興味があるとの連絡をいただいています．実は私の在職中も大
学内の他の部署でどのような研究・診療が行われてるのか十分な情報がなく，外の学会などで初めて先生方の素
晴らしい活動を知るということがしばしばありました．
　共同研究の萌芽，相互交流の促進等を通じて自治医科大学全体の発展のために少しでも貢献できれば幸いであ
ると考え，今回自治医科大学の教員のみならず，職員，学生にも提供させていただくことにしました．自治医大
図書館のホームページのビデオオンデマンドサービスから視聴できますので，どうぞ，ご活用ください．

生涯教育センター	センター長　富永眞一

生涯教育e-Learningの自治医科大学教職員向け配信のお知らせ生涯教育
センター

地域医療振興協会からのご案内
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会員の皆さまへ

会費のご案内

1. 年会費について
　正会員…10,000円（医師免許取得後２年以内の会員の方は年会費5,000円）
　準会員（変更無し）…………10,000円
　法人賛助会員（変更無し）…50,000円
　個人賛助会員（変更無し）…10,000円

2. 入会金について（変更無し）
　正会員…10,000円（医師免許取得後1年未満の方は入会金を免除）
　準会員，法人・個人賛助会員…なし

3. 年会費の納入方法について
　地域医療振興協会では，会員皆さまの利便性向上のため，自動振替（口座引落し）を導入しています．
　自動振替は，年に一度（６月27日）年会費が口座から引き落とされますので，振込手続きの必要はありません．引き落
としに係る手数料も協会で負担いたします．自動振替による納入をご希望の方は，協会事務局までお問い合わせください．
随時変更が可能です．

　なお，振込による納入を希望される場合は，以下の口座へお願いいたします．
　・郵便振替　口座：00150-3-148257　名義：公益社団法人地域医療振興協会
　・銀行振込　口座：りそな銀行虎ノ門支店　普通6104083　
　　　　　　  名義：公益社団法人地域医療振興協会

住所が変更になったときは

　ご転勤などによりご勤務先またはご自宅住所が変更となった場合は，「月刊地域医学」の送付先を変更させていただきま
すので，新しいご住所をご連絡ください．
　地域医療振興協会ホームページ（https://www.jadecom.or.jp/members/henkou.html）の変更フォームから簡単に手続
きいただけますので，是非ご活用ください．
　また，所属支部の変更を希望される方は，当協会ホームページ（https://www.jadecom.or.jp/members/shibu_henkou.
html）に掲載されている『所属支部変更届』の様式をダウンロードしていただき，ご記入ご捺印のうえ，下記の書類送付先
へご郵送ください．

連絡先・書類送付先

〒102-0093　東京都千代田区平河町2-6-4　海運ビル4階
公益社団法人地域医療振興協会　事務局総務部
TEL　03-5210-2921　　FAX　03-5210-2924
E-mail  info@jadecom.or.jp   URL  https://www.jadecom.or.jp/

会員の皆さまへ
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本別町国民健康保険病院
●内科または外科　1名

診療科目：内科，外科，整形外科，眼科，
小児科，泌尿器科，脳神経外科，皮膚科，精神科

病 床 数：60床（一般，うち地域包括ケア病床管理料算定10床）
職 員 数：107名（パート含む．うち常勤医師4名，非常勤医師1.9人）
所 在 地：〒089-3306　北海道中川郡本別町西美里別６-８ 
連 絡 先：事務長　松本
　　　　　TEL　0156-22-2025　　FAX　0156-22-2752
　　　　　E-mail　 hp.jimt@town.honbetsu.hokkaido.jp

 特記事項 ：  本別町は道東十勝地方の東北部に位置する人口約6,500人の
自然豊かな町です．当院は，一般外来はもとより人工透析や
町民ドックを実施しています．

　　　　　 本別町で一緒に地域住民の暮らしの安心を支えてみませんか．
　　　　　 http://www.honbetsu-kokuho-hp.jp/

受付　2021.10.25

熊本県

上天草市立上天草総合病院
●内科，外科，整形外科　若干名

診療科目：内科，精神科，代謝内科，呼吸器内科，消化器内科，循環器
内科，アレルギー科，小児科，外科，整形外科，泌尿器科，
肛門外科，産婦人科，眼科，耳鼻いんこう科，リハビリテー
ション科，放射線科，麻酔科，消化器外科，皮膚科，神経内
科，腎臓内科，歯科，歯科口腔外科

病 床 数：195床
職 員 数：360名（うち常勤医師13名）
所 在 地：〒866-0293　熊本県上天草市龍ヶ岳町高戸1419-19 
連 絡 先：上天草市立上天草病院 事務部長　須﨑
　　　　　TEL　0969-62-1122　　FAX　0969-62-1546
　　　　　E-mail　t.susaki@cityhosp-kamiamakusa.jp
特記事項：上天草市は，熊本県の西部，有明海と八代海が接する天草地

域の玄関口に位置し，ほぼ全域が雲仙天草国立公園に含まれ
ている自然豊かな地域です．
当院は，「信頼される地域医療」を基本理念としており，看
護学校，介護老人保健施設，訪問看護ステーション，居宅介
護支援センター等を併設し，上天草地域包括ケアの中心的な
役割を担っています．
現在，地域の医療ニーズに応えるため，急性期，回復期，慢
性期の医療を行っていますが，医療を担ってくださる医師が
不足している状況です．ご興味のある方はぜひご連絡，また
見学にいらしていただければと思います．何卒よろしくお願
いします． 
http://www.cityhosp-kamiamakusa.jp　

受付　2022.2.2

鹿児島県

出水総合医療センター 野田診療所
●内科　1名

診療科目：循環器科，消化器科，呼吸器科，内科
病 床 数：無床
職 員 数：12名（うち常勤医師1名）
所 在 地：〒899-0501　鹿児島県出水市野田町上名6103
連 絡 先：出水総合医療センター 事務部長　福濱
　　　　　TEL　0996-67-1611　　FAX　0996-67-1661
　　　　　E-mail　mail1@hospital-city.izumi.kagoshima.jp

 特記事項 ：   野田診療所は，市町合併により出水市病院事業の出水総合医
療センター野田診療所としてへき地の患者に寄り添った身
近な医療を提供しています．診療は，内科系外来診療と訪問
診療等を行い地域の医療を支えています．患者数が減少傾向
にありますので，将来は，出水総合医療センターに籍を置き，
野田診療所に派遣する形での勤務になる可能性があります．
また，今回は，所長が体調の不安を感じ引退しますことから
急きょ募集することになりました．

受付　2022.1.20

公益社団法人地域医療振興協会　無料職業紹介事業求人病院紹介

北海道

豊頃町立豊頃医院
●内科　1名

診療科目：内科
病 床 数：19床（休床中）
職 員 数：５名（うち常勤医師１名）
所 在 地：〒089-5313　北海道中川郡豊頃町茂岩栄町107-17 
連 絡 先：企画調査部 次長　田波
　　　　　TEL　03-5210-2921　　FAX　03-5210-2924
　　　　　E-mail　tanamit@jadecom.jp

 特記事項 ：  令和３年11月１日より指定管理者制度にて公益社団法人地
域医療振興協会が運営開始．同町内にある豊頃町立大津診療
所も合わせて運営予定（週１日程度）．隣接する池田町には地
域医療振興協会で同じく指定管理者制度で運営している十
勝いけだ地域医療センター（老健併設）あり（車で20分程度）．
運営に当たっては十勝いけだ地域医療センターと連携を図
りながら運営を行っている．

受付　2021.8.18



各種お知らせ・報告・求人 要領

①�各種お知らせ・報告・求人の締め切りは毎月10日で
す．受け付けた情報の掲載可否は，編集委員会にて決
定いたします．
②�継続して掲載を希望する場合も，原則として毎号締切
日までに掲載希望の旨をご連絡ください．
　�「求人病院紹介」も継続を希望する場合は１ヵ月ごと
に申し込みが必要です．掲載期間は原則として６ヵ月
までです．掲載を中止する場合は速やかにご連絡くだ
さい．
③�各コーナーの執筆要領に従って原稿を作成してくだ
さい．
④�組み上がりの原稿（ゲラ）校閲が必要な場合は，その旨
をお書き添えください．
⑤�原稿はメールまたは郵送，ファックスにてお送りくだ
さい．郵送,� ファックスの場合も,� 文字データ，写真
データはできるかぎり記憶媒体（CD-ROM,�DVDな
ど）でお送りください．

支部会だより
下記の項目に従って原稿を作成してください．
1.	会の名称（年度，第○回）
2.	日　時
3.	場　所
4.	出席者
5.	議事要旨：議題と議事要旨を簡単にまとめる．
6.	結論：議事要旨に含まれない決定事項など
7.	その他：講演内容などで特記すべきことがあれば簡略

に，文末に必ず文責者（担当者）名を記載ください．
文字量目安：約950字で1/2ページ分，1,900字で１ページ分
となります．

開催案内等
下記の項目に従って原稿を作成してください．
1.	会の名称
2.	主催および共催団体名
3.	会の形態：研修会・研究会・講習会・講演会・シンポジ

ウム等
4.	趣　旨
5.	日時・場所
6.	内容：テーマおよび簡単な内容，ホームページ等があれ

ばご紹介ください．
7.	参加資格：定員がある場合も明記してください．

8.	受講料
9.	申し込み方法：申し込み手続きに必要な書類，申し込み

方法（通信手段）
10.		申し込み期間：申し込み締切日は必ず明記してください．
11.	 	連絡先：担当部署，担当者氏名（肩書き），住所，TEL，

FAX，E-mailを記載してください．
文字量目安：約900字で1/2ページ分，1,900字で１ページ分
となります．

スタッフ募集
下記の項目に従って原稿を作成してください．
1.	科名，教室名
2.	科・教室紹介：約200字を目安としてください．在籍卒

業生を記載する場合は，苗字だけとし卒年度（○年卒：
西暦）で統一願います．

3.	連絡先：氏名（所属・肩書き），TEL，FAX，E-mailを記載
してください．

求人病院紹介
地域医療にかかわる公的医療機関の求人紹介です．（都市
部は除く）
以下の項目に沿って原稿を作成の上，お送りください．
1.	病院名（正式名称）
2.	所在地
3.	診療科目
4.	病床数
5.	職員数（うち常勤医師数，非常勤医師数）
6.	募集科目・人数
7.	連絡先：氏名（所属・役職），TEL，FAX，E-mail
8.	PR．特記事項（ホームページURLなど）
9.	写真データを１点掲載することができます．

原稿送付・問い合わせ先
〒 102-0093　
東京都千代田区平河町 2-6-3　都道府県会館 15 階
公益社団法人地域医療振興協会

「月刊地域医学」編集委員会事務局　
担当：三谷
TEL	03-5212-9152　FAX	03-5211-0515　
E-mail	chiiki-igaku@jadecom.jp

2015年９月改訂
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１. 投稿者
　  地域医療に関わる全ての者．
２. 投稿の条件
　  国内外の他雑誌等に未発表のもの，あるいは現在投稿

中でないものに限る．
３．採否について
 　  編集委員会で審査し，編集委員会が指名する専門家に

査読を依頼して採否を決定する．
４．投稿原稿の分類
  　投稿原稿のカテゴリーは下記のように規定する．
 　  原著：学術論文であり，著者のオリジナルである内容

を著したもの．
  　症例：症例についてその詳細を著した論文．
  　 総説：地域医療における最近の重要なテーマについて，

研究の状況やその成果等を解説し，今後の展望を論じる．
 　  活動報告：自らが主催，または参加した活動で，その

報告が読者に有益と思われるもの．
  　 研究レポート：「原著」「症例」「活動報告」のカテゴリー

に含まれないが，今後の研究をサポートしていくに値
し，また多職種多地域のコホート研究などに利用でき
るような論文．

  　自由投稿：意見，提案など，ジャンルを問わない原稿．
５．倫理的配慮
 　  ヘルシンキ宣言および厚生労働省の「人を対象とする

生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に基づき，
対象者の保護には十分留意し，説明と同意などの倫理
的な配慮に関する記述を必ず行うこと．また臨床研究
においては，所属研究機関あるいは所属施設の倫理委
員会ないしそれに準ずる機関の承認を得ること．な
お，倫理委員会より承認の非該当となった場合には，
その旨を記載する．

６．利益相反（COI）
 　  日本医学会COI管理ガイドラインに従って，開示すべ

きCOI状態がある場合には，編集委員会に対して開示
し論文の最後に以下の例を参考に記載する．

 　  例：COI状態がある場合
　　　〈COI開示〉 著者１：A製薬，B製薬，C製薬
  著者２：Ａ製薬
  著者３：Ｃ製薬
７．原稿規定
　 １）原則として，パソコンで執筆する．
 　２） 原稿は抄録，図表・図表の説明，文献を含めて14,500

字（掲載時８ページ）以内とする．１ページは約1,800
字に相当．図表は８cm×８cm（掲載時のサイズ）の

もので約380字に相当．
　 ３） 原稿の体裁：文字サイズは10.5〜11ポイント．A４

判白紙に（１行35字，１ページ30行程度）で印刷す
る．半角ひらがな，半角カタカナ，機種依存文字は使
用しない．表紙を第１ページとしたページ番号を明
記する（文献を除く）．「表紙」「抄録・キーワード」

「本文」「図表」「参考文献」ごとに改ページする．
 　４） 原稿の表記：原則として日本語とする．句読点とし

て全角の「，カンマ」「．ピリオド」を用いる．薬品は原
則として商品名ではなく一般名とする．日本語化し
ていない外国語，人名，地名，薬品名は原語のまま用
いる．略語を用いる場合はその初出の箇所で内容を
明記する．年号は西暦とする．○○大学○期卒や○○
県○期卒等の表記は避け○○大学○○○○年（西暦）
卒業（○○県出身＊）とする．（＊必要な場合のみ）

 　５） 必要記載事項
　 　  表紙：原著・症例・活動報告等の別とタイトル，本

文原稿枚数（文献含む）と図表点数，著者名と所属
（著者が複数の場合，それぞれの所属が分かるよう
に記載する），連絡先（住所，電話番号，FAX番号，E
メールアドレス）を記載する．全共著者が投稿に同
意し内容に責任を持つことを明記し，全共著者の署
名を添える．

 　　  抄録・キーワード：原著には抄録とキーワードを
添える．原著の抄録は構造化抄録とし，目的，方法，
結果，結論に分けて記載する（400字以内）．キーワー
ドはタイトルに使用した語句は検索時に認識され
るので，それ以外の語句を選択して記す（原則とし
て日本語で５語以内）．原著以外の論文にも抄録，
キーワードを添えることが望ましい．

 　　  タイトル・抄録の英文表記（希望者のみ）：タイトル
と抄録は，和文表記に英文表記を併記することがで
きる．英文の著者名はM.D.などの称号を付け，名を
先，姓 を 後 ろ に 記 載．英 文 抄 録 はIntroduction， 
Methods， Results，Conclusionに分けて，記載する

（250語以内）．Key words（５語以内）を添える．抄録
は和文と英文で同じ内容にする．

 　　  英文抄録はnative speakerのチェックを受け，証明
書（書式自由）を添付すること．

　 ６）図表
　 ① 図表は厳選し，本文中の記載よりも図表を用いた方

が明らかに理解しやすくなる場合に限り使用する．
　 ②図表は原則としてモノクロで掲載する．
　 ③ 図表は本文の出現順に通し番号とタイトルをつけ

投 稿 要 領
2021年９月改訂
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て，本文とは別に番号順にまとめる．
　 ④ 他の論文等から引用する場合は， 当該論文の著者と

出版社の掲載許可を得ておくとともに出典を明記する．
　 ７） 文献：必要最小限にとどめること． 本文中に引用順に

肩付き番号をつけ， 本文の最後に引用順に記載する．
　  　 雑誌の場合
　  　  著者名（３名までとし，ほかは“他”，“et al”と記す）：

タイトル．雑誌名 年；巻：始頁−終頁．
　  　 書籍の場合
　  　  著者名（３名までとし，ほかは“他”，“et al”と記す）：

章名，編集者名．書名．地名，出版社名，年，始頁−
終頁．

　  　 ウェブサイトの場合
　  　  著者名．当該ページのタイトル（引用符付き），サイ

ト名称（任意） 発行日（任意）　URL　アクセス日付
（丸かっこ）．

文献表記例
【雑誌】

 　１）  山脇博士，二神生爾，坂本長逸，他：日本におけるFD
患者に対してacotiamideが及ぼす上下部消化管症状
の検討．潰瘍 2016；43：121-125．

 　２）  Stanghellini V, Chan FK, Hasler WL, et al: 
Gastroduodenal Disorders. Gastroenterology 2016; 
150: 1380-1392.

 　【書籍】
 　３）  高橋三郎，大野裕 監訳：DSM-5精神疾患の診断・統

計マニュアル．東京，医学書院，2014．
 　４）  Jameson LJ, Fauci AS, Kasper DL, et al: Harrison's 

Principles of Internal Medicine 20th edition. McGraw-
Hill, 2018.

【ウェブサイト】
　 ５） Evanston Public Library Board of Trustees. 

“EvanstonPublic Library Strategic Plan, 2000–2010: A 
Decade of Outreach.” http://www.epl.org/library/
strategic-plan-00.html（accessed 2005 Jun 1）

８．原稿の保存形式と必要書類について
　 １） 本文の保存形式：作成アプリケーションで保存し

たファイルとそのPDFファイルの両方を送付する．
　　   画像の保存形式：JPEGかBMP形式を原則とし，解

像度は600dpi以上とする．これらの画像等を組み込
んで作成した図は，各アプリケーションソフトで保
存したファイルとそのPDFファイルもつける．

 　２） 必要書類：掲載希望コーナー，著者名と所属，連絡
先（住所，電話番号，FAX番号，Eメールアドレス）
を明記した投稿連絡箋，および全共著者が投稿に
同意し内容に責任を持つことを明記した著作権委
譲承諾書．

９．原稿の送付方法について
 　 Eメールで受け付ける．
 　１） Eメールの件名は「投稿・○○○○（著者名）」と表

記する．
　 ２）  原稿と必要書類は添付ファイルで送るか，容量が

大きい場合には大容量データサーバを使う． 
10. 掲載原稿の著作権と利用許諾基準
　  【著作権】
　 １） 論文等の著作権（著作権法27条 翻訳権，翻案権等，

28条 二次的著作物の利用に関する原著作者の権
利を含む）は，公益社団法人地域医療振興協会に
帰属する．

 　２） 当該協会は，当該論文等の全部または一部を，当協
会ホームページ，当協会が認めたネットワーク媒体，そ
の他の媒体において任意の言語で掲載，出版（電子
出版を含む）できるものとする．この場合，必要により当
該論文の抄録等を作成して付すことがある．

　  【転載・二次的利用について】
　   当該論文の転載・二次的利用については，「月刊地域

医学」編集委員会事務局あてに申請し，編集委員会に
より諾否を決定する．

11．掲載料金，および別刷，本誌進呈
 　１）掲載料金は無料とする．
　 ２） 原著論文については本誌と別刷30部を進呈．それ

以上は別途実費が発生する．
 　３） 原著以外の投稿論文については本誌２部進呈，別

刷は実費が発生する．
12．投稿先，問い合わせ先
　   初回投稿先および投稿要領等に関する問い合わせ先：

「月刊地域医学」編集委員会事務局
 　 E-mail　chiiki-igaku@jadecom.jp
 　 〒102-0093 
 　  東京都千代田区平河町2-6-3 都道府県会館15階
 　 公益社団法人地域医療振興協会
 　 「月刊地域医学」編集委員会事務局
 　 TEL 03‐5212‐9152　FAX 03‐5211‐0515
13．月刊地域医学編集室
　   論文受理後の制作実務を担当．投稿受理後は下記編集

室より著者に，受理日，受理番号をE-mailにて連絡．投
稿後２週間経過後，受理番号の連絡がない場合，審査
状況や原稿要領等の問い合わせは，下記編集室あて．

　   E-mail　chiiki-igaku@medcs.jp
　   〒151-0063 東京都渋谷区富ヶ谷
　  ２丁目21-15 松濤第一ビル３階
　   TEL 03‐5790‐9832　
　  FAX 03‐5790‐9645　　
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	 杉田義博（日光市民病院	管理者）
	 田中	拓（川崎市立多摩病院救急災害医療センター	センター長）
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	 野村	悠（川崎市立多摩病院救急災害医療センター	医長）
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	 本多英喜（横須賀市立うわまち病院	副病院長）
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	 森　玄（練馬光が丘病院薬剤室	主任）
	 山田誠史（市立恵那病院	副病院長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50音順，2022.4.1現在）
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編 集 後 記

　日差しがまぶしい日々が続き，夏が近いと感じられる今日この頃です．

　今月号の本誌には，地域医療におけるさまざまな取り組みに関連する内容が掲載さ
れています．インタビューで語られていた，「そこで最善を尽くす」というキーワード
は，地域医療の実践には欠くことのできない視点であることと拝察いたしました．
　特集では，「医食同源-地域医療で活躍する管理栄養士-」というテーマで，地域医療
に関連して，管理栄養士の人材育成，疾患に対する取り組み，給食・栄養管理や在宅
療養者に対する取り組み，および地域における食環境づくりについて，現状や今後の
課題を含めて，具体的な内容で展開されています．
　活動報告では，離島診療所における対応に関連して，日々の経験を次に活かすため
の具体的な取り組みや体制整備について，今後の課題を含めて詳細な検討が実施され，
考察されています．

　社会情勢や医療の状況の変化を想定して対応することは，必ずしも容易ではないか
もしれませんが，本誌を拝読し，明るく業務を実施するための体制整備には，戦略的
に取り組むことが大切である，という印象を受けました．　　　　　　　　　　                                       

石川雅彦　
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